
申告書作成上の留意点

令和４年12月 国税庁
(法人番号：7000012050002)



【略語】
・法……………………法人税法(昭40法律第34号)
・令……………………法人税法施行令(昭40政令第97号)
・規則…………………法人税法施行規則(昭40大蔵省令第12号)
・地方法………………地方法人税法(平26法律第11号)
・地方令………………地方法人税法施行令(平26政令第139号)
・措置法………………租税特別措置法(昭32法律第26号)
・措置法令……………租税特別措置法施行令(昭32政令第43号)
・措置法規則…………租税特別措置法施行規則(昭32大蔵省令第15号)
・震災特例法…………東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律(平23法律第29号)
・震災特例法規則……東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行規則(平23財務省令

第20号)
・耐用年数省令………減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭40大蔵省令第15号)
・令和2年旧法 ………令和2年改正前の法
・令和2年旧令 ………令和2年6月改正前の令

〇 この申告書作成上の留意点は、法人税申告書の作成に当たり、誤りやすい点や留意事項を別表ごとにまとめたもの
です。

〇 実際の確定申告等に当たっては、この申告書作成上の留意点のほか、各別表の記載要領(「法人税及び地方法人税
の申告(法人税申告書別表等)」に掲載の記載要領)や、関係法令等を御参照ください。

〇 グループ通算制度固有の別表は対象としていないため、グループ通算制度適用法人については、申告書別表の記載
例 (グループ通算制度適用法人用)を併せて御参照ください。

〇 中小企業者等の法人税率の特例(措置法42の3の2)をはじめとする法人税関係の租税特別措置の適用を受けようとす
る場合には、｢適用額明細書｣を作成し、法人税申告書に添付して税務署に提出する必要があります。適用額明細書の
記載方法については、租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律に基づく「適用額明細書の記載の手引(連結
申告以外の申告用)」を掲載していますので御参照ください。

適用額明細書の記載の手引
(連結申告以外の申告用)

活用に当たっての留意事項

法人税等各種別表関係

申告書別表等の記載例
(グループ通算制度適用法人用)

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/itiran2022/01.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/hojin/group_tsusan/kisai.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hojin/tekiyougaku/01.htm


別表一

別表二

別表三(一)

別表三(一)付表一

別表四

別表五(一)

別表五(一)付表

別表五(二)

別表六(一)

別表七(一)

別表八(一)

別表八(一)付表一

別表十一(一)

別表十一(一の二)

別表十四(二)

別表十五

別表十六(一)

別表十六(二)

別表十六(六)

別表十六(七)

別表十六(八)

別表十六(九)

別表十九

各事業年度の所得に係る申告書－内国法人の分(確定申告又は仮決算による中間申告の場合) 1

各事業年度の所得に係る申告書－内国法人の分(修正申告の場合) 4

同族会社等の判定に関する明細書 6

特定同族会社の留保金額に対する税額の計算に関する明細書 7

特定同族会社の留保金額から控除する留保控除額の計算に関する明細書 9

所得の金額の計算に関する明細書 10

利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書 16

種類資本金額の計算に関する明細書 20

租税公課の納付状況等に関する明細書 21

所得税額の控除に関する明細書 25

欠損金又は災害損失金の損金算入等に関する明細書 27

受取配当等の益金不算入に関する明細書 30

支払利子等の額及び受取配当等の額に関する明細書 33

個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書 36

一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書 38

寄附金の損金算入に関する明細書 41

交際費等の損金算入に関する明細書 44

旧定額法又は定額法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書 46

旧定率法又は定率法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書 52

繰延資産の償却額の計算に関する明細書 54

少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例に関する明細書 56

一括償却資産の損金算入に関する明細書 57

特別償却準備金の損金算入に関する明細書 58

法人税法第七十一条第一項の規定による予定申告書・地方法人税法第十六条第一項の規定による予定申告書 60

目 次

その他誤りの多い項目について 62



・
・
・

・
・
・

別表一
「各事業年度の所得に係る申告書－内国法人の分(確定申告又は仮決算による中間申告の場合)」

「※税務署処理欄」

原則として記載する必要はありません。

ただし、「売上金額」欄については、損益計算書の売上(収

入)金額の合計額(雑収入、営業外収益及び特別損益を除きま

す。)を100万円単位(100万円未満の端数は切り上げます。)で記

載をお願いします。

「欠損金の繰戻しによる還付請求税額23」
・ この申告が確定申告である場合には、欠損金の繰戻しによ
る還付請求書の「還付金額15」をこの欄の外書に移記します。

・ 措置法第66条の12第1項各号((中小企業者の欠損金等以外
の欠損金の繰戻しによる還付の不適用))に掲げる法人以外の
法人にあっては、当期が平成4年4月1日から令和6年3月31日ま
での間に終了する事業年度である場合には、清算中に終了す
る事業年度、解散(適格合併による解散を除きます。)若しく
は事業の全部の譲渡などの特別の事実があるとき又は法第80
条第5項((欠損金の繰戻しによる還付))に規定する災害損失欠
損金額若しくは令和2年改正法第15条の規定による改正前の措
置法第66条の13第1項((特別新事業開拓事業者に対し特定事業
活動として出資をした場合の課税の特例))に規定する設備廃
棄等欠損金額若しくは銀行等保有株式取得機構の欠損金額が
あるときを除き、法第80条第1項の規定の適用を受けることが
できませんのでご注意ください。

・ 普通法人(投資法人、特定目的会社及び受託法人を除きま
す。)のうち、資本金の額若しくは出資金の額が1億円以下で
あるもの又は資本若しくは出資を有しないもの(相互会社を除
きます。)(当期末において資本金の額又は出資金の額が5億円
以上である法人等による完全支配関係がある法人など法第66
条第5項第2号又は第3号に掲げる法人に該当するものを除きま
す。)など、措置法第66条の12第1項各号に掲げる法人の各事
業年度において生じた欠損金額については、法第80条の規定
の適用を受けることができます。

「同上が1億円以下の普通法人のう
ち中小法人に該当しないもの」
非中小法人の判定については、

「中小企業者の判定等フロー」
(P1)を参照してください。

「旧納税地及び旧法人名等」
合併法人が被合併法人の最後事業

年度の申告をする場合には、旧納税
地又は旧法人名(被合併法人名)を記
載します。

「事業年度分の法人税 申告
書」及び「課税事業年度分の地方
法人税 申告書」
空欄には、申告書の区分に応じ

て、「確定」、「中間」、「期限
後確定」と記載してください。

1

「中間申告分の法人税額14」
この申告が確定申告である場合に

中間申告により納付すべき法人税額
を、その法人税額の納付の有無にか
かわらず記載します。

「差引確定法人税額15」
この金額が100円未満となる

場合又はマイナスとなる場合は
記載しないでください。この場
合のマイナスの金額は「中間納
付額22」に記載します。

「中間申告の場合の計算期間」
この申告が中間申告書である場

合には、計算期間を記載してくだ
さい。

「同非区分」
別表二の「判定結果18」で判定し

た区分を○で囲んで表示します。

記載要領
はこちら

「差引所得に対する法人税額13」
この金額が100円未満となる場合

は記載しないでください。

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



別表一
「各事業年度の所得に係る申告書－内国法人の分(確定申告又は仮決算による中間申告の場合)」

「この申告による還付金額44」
「44」の外書には、「欠損金の繰戻しによる還

付請求税額23」の外書に記載した金額がある場合
において、地方法第23条第1項((欠損金の繰戻し
による法人税の還付があった場合の還付))に規定
する確定地方法人税額があるときに、「23」の外
書の金額に10.3％を乗じた金額を記載します。
なお、この外書の計算に当たって、次に掲げる

場合には、それぞれ次に掲げる金額を控除します。
⑴ 法第80条第1項((欠損金の繰戻しによる還
付))に規定する還付所得事業年度に該当する課
税事業年度(以下⑵において「課税事業年度」と
いいます。)に係る事業年度の別表一の「4」、
「6」又は「9の外書」に金額の記載がある場合
…これらの金額にそれぞれ10.3％を乗じた金額
の合計額

⑵ 課税事業年度に係る地方法人税のうち既に地
方法第23条第1項の規定により還付された金額が
ある場合…その還付された金額

「外国税額の控除額(((35)－(36)－(37))と
(77)のうち少ない金額)38」
令和4年4月1日前に開始した課税事業年度に

あっては、この欄を「外国税額の控除額(((35)
－(36))と(77)のうち少ない金額)38」として記
載します。

「差引確定地方法人税額41」
この金額が100円未満となる

場合又はマイナスとなる場合
は記載しないでください。こ
の場合のマイナスの金額は
「中間納付額43」に記載しま
す。

「中間申告分の地方法人税額40」
この申告が確定申告である場合に中間

申告により納付すべき地方法人税額を、
その地方法人税額の納付の有無にかかわ
らず記載します。

「還付を受けようとする金融機関等」
・ 「計24」及び「計44」の還付金額の受取については、希望する振込先預貯金口座等を
次の場合に応じ、それぞれ次により記載します。
⑴ 銀行等の預金口座の場合(⑵の場合を除きます。)

金融機関名、本支店名、預金種類及び口座番号を記載してください。
⑵ ゆうちょ銀行の貯金口座の場合

「ゆうちょ銀行の貯金記号番号」に貯金総合通帳の記号番号のみを記載してくださ
い。
なお、ゆうちょ銀行の各店舗又は郵便局窓口での受取を希望する場合には、「郵便

局名等」に受取を希望する郵便局名等のみを記載してください。
・ 欠損金の繰戻しによる還付請求税額があるときは、別に還付請求書の提出が必要です。
・ 口座名義は、申告書に記載した法人名義の口座をご利用ください。口座名義に店舗・
事務所名などが含まれている場合や商号変更前の名称である場合には、振込みができな
いことがあります。

「剰余金・利益の配当(剰余金の分配)の金額」
当期にその支払に係る効力が生ずる令第9条第1

項第8号((利益積立金額))に規定する剰余金の配
当若しくは利益の配当若しくは剰余金の分配又は
金銭の分配の額のほか、みなし配当の金額を含め
て記載します。

「差引地方法人税額39」
この金額が100円未満となる場合は記載しな

いでください。

2

「残余財産の最後の分配又は引渡しの日」
・ 当期が残余財産の確定の日の属する事業年度である場合に
おいて、当期末の翌日から1月以内に残余財産の最後の分配又
は引渡しが行われるときに、その分配又は引渡しの日を記載
します。

・ 平成22年9月30日以前に解散した場合には記載する必要はあ
りません。



別表一(次葉)
「各事業年度の所得に係る申告書－内国法人の分(確定申告又は仮決算による中間申告の場合)」

「所得の金額に対する法人税額55」及び
「課税留保金額に対する法人税額56」
「所得の金額に対する法人税額29」及

び「課税留保金額に対する法人税額30」
の金額に1,000円未満の端数がある場合に
は、その端数を切り捨てた金額を記載し
ます。

12

3

「(49)の15％又は19％相当額52」
・ 普通法人のうち適用除外事業者に該
当する法人には、軽減税率の特例措置
(15％)は適用されませんのでご注意く
ださい。

・ 適用除外事業者とは、その事業年度
開始の日前3年以内に終了した各事業
年度の所得金額の平均が15億円を超え
る法人などをいいます。

適用除外事業者の判定については、
「中小企業者の判定等フロー」(P8～)
を参照してください。

【チェックポイント】
別表一「非中小法

人」に○があるのに、
「49」「52」欄に記載
していませんか。

「(1)のうち中小法人等の年800万円相当
額以下の金額((1)と800万円× のう
ち少ない金額)49」
・ 分子の空欄には、当期の月数(暦に
従って計算し、1月未満の端数は切り上
げます。)を記載します。

・ この算式により計算した金額に
1,000円未満の端数がある場合には、そ
の端数を切り捨てた金額を記載します
が、その端数が「1」の所得金額の
1,000円未満の端数より多いときは、そ
の端数を切り上げた金額を記載します。

・ 中小法人の判定については、「中小
企業者の判定等フロー」(P1)を参照し
てください。

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



別表一
「各事業年度の所得に係る申告書－内国法人の分(修正申告の場合)」

「事業年度分の法人税 申告書」及び「課税
事業年度分の地方法人税 申告書」
法人税のみ修正申告を行う場合には、「課税事

業年度分の地方法人税 申告書」を二重線で
消去し、地方法人税のみ修正申告を行う場合には、
「事業年度分の法人税 申告書」を二重線で
消去します。

「所得税額等の還付金額21」又は「中間納付額22」
「外国税額の還付金額42」から「計44」までの各欄
既に還付を受けているかどうかにかかわらず記載し

ます。

の箇所は、
令和4年12月31日以後に終了する事業年度について修
正申告をする場合には、記載しません。

「中間申告分の法人税額14」
「中間申告分の地方法人税額40」
この申告前の確定申告等において法人税又は地

方法人税の中間納付額の還付金額がある場合にも、
その還付金額を控除する前の中間申告分の法人税
額又は地方法人税額を記載します。

「欠損金の繰戻しによる還付請求税額23」、「計
24」、「この申告により納付すべき法人税額又は
減少する還付請求税額26」の外書
各欄の外書は、この申告が欠損金の繰戻しによ

る還付金額が過大であったことによる修正申告で
あり、かつ、その繰戻しによる還付が行われてい
ない場合に限り、次により記載します。
⑴ 「23」及び「24」には、この申告による減少

後の還付請求税額を外書きします。
⑵ 「26」には、「63」の外書の金額から「24」

の外書の金額を控除した金額を外書きします。

「欠損金の繰戻しによる還付請求税額23」
「計44」の外書
法第80条((欠損金の繰戻しによる還付))の規定に

より還付請求をした法人税の額又はその法人税の額
に係る地方法第23条第1項((欠損金の繰戻しによる法
人税の還付があった場合の還付))に規定する確定地
方法人税額について、既に還付を受けている場合に
は、この修正申告により確定した欠損金額を基礎と
して計算される還付を受けるべき金額を本書に記載
します。この場合において、既に還付を受けた金額
のほか、その還付に際し還付加算金の支払を受けて
いるときは、この申告による還付金額に対応する還
付加算金の額を含めて記載します。
(例)
既に還付を受けた金額 500,000円
同上の還付加算金 30,000円
修正申告による還付金額 300,000円
還付を受けるべき金額に対応する還付加算金

30,000円× ＝18,000円

この欄に記載する金額
300,000円＋18,000円＝318,000円

500,000
300,000

4



別表一(次葉)
「各事業年度の所得に係る申告書－内国法人の分(修正申告の場合)」

「法人税額62」
「確定地方法人税額70」
この申告前の申告書の「15」又は「41」の金額

を記載します。この申告が更正又は決定後初めて
のものである場合には、法人税の更正決定通知書
の「更正又は決定の金額」の「差引所得に対する
法人税額(又は地方法人税額)」の金額から中間申
告分の法人税額(又は地方法人税額)を控除した金
額を記載します。

「この申告により納付すべき法人税額又は減少する還付請求税額((15)-(62))若しくは((15)+(63))又は((63)-(24))64」
「15」、「24」、「62」及び「63」の各欄のうち記載金額のある欄に応じ、次の金額を記載します。この場合、その金額

が100円未満となるときは記載しないでください。
⑴ 「15」と「62」とがある場合には、「15」の金額から「62」の金額を控除した金額
⑵ 「15」と「63」の本書とがある場合には、「15」の金額と「63」の本書の金額との合計額
⑶ 「24」の本書と「63」の本書とがある場合には、「63」の本書の金額から「24」の本書の金額を控除した金額

「還付金額63」及び「この申告により納付すべき
法人税額又は減少する還付請求税額64」の外書
⑴ 「63」には、この申告前の還付請求税額を
外書きします。

⑵ 「64」には、「63」の外書の金額から「24」
の外書の金額を控除した金額を外書きします。

「還付金額63」
・ この申告前の申告書の「21」及び「22」の金
額に、既に還付された欠損金の繰戻しによる法
人税の還付金額を加算した金額を記載します。
この申告が更正又は決定後初めてのものである
場合には、法人税の更正決定通知書の「更正又
は決定の金額」の「還付所得税額等」の金額及
び「還付金額」の金額並びに中間申告分の法人
税額から法人税の更正決定通知書の「更正又は
決定の金額」の「差引所得に対する法人税額」
の金額を控除した金額の合計額を記載します。

・ 欠損金の繰戻しによる法人税の還付金額につ
き還付加算金の支払を受けている場合には、そ
の還付加算金の額を含めて記載します。

「この申告により納付すべき地方法人税額((41)－
(70))若しくは((41)＋(71)＋(72))又は(((71)－(44))
＋((72)－(44の外書)))73」
次に掲げる場合に応じ、それぞれ次により記載しま

す。ただし、この金額が100円未満となるときは記載
しないでください。
⑴ 「41」に記載がある場合で、次のイ又はロの場合
イ 「70」に記載がある場合

(41)－(70)
ロ 「71」と「72」のいずれか又は両方に記載があ
る場合
(41)＋(71)＋(72)

⑵ 「44」の本書と外書のいずれか又は両方に記載が
ある場合で、「71」と「72」のいずれか又は両方に
記載がある場合
((71)－(44))＋((72)－(44の外書))
「欠損金の繰戻しによる還付金額72」に金額の記載

がない場合は、「72」－「44の外書」の金額を0とし
て計算した金額を記載します。

「欠損金の繰戻しによる還付金額72」
地方法第23条第1項の規定により既に還付された金

額がある場合に、その金額を記載します。
また、この申告が更正又は決定後初めてのものであ

る場合には、地方法人税の更正決定通知書の「更正又
は決定の金額」の「還付金額」の金額を記載します。
なお、地方法第23条第1項((欠損金の繰戻しによる

法人税の還付があった場合の還付))の規定により還付
を受けた金額につき還付加算金の支払を受けている場
合には、その還付加算金の額を含めて記載します。

5

「還付金額71」
この申告前の申告書の「44」の金額を記載します。

この申告が更正又は決定後初めてのものである場合に
は、中間申告分の地方法人税額から地方法人税の更正
決定通知書の「更正又は決定の金額」の「差引地方法
人税額」の金額を控除した金額を記載します。



別表二
「同族会社等の判定に関する明細書」

「判定結果18」
該当するものを○で囲んで表示します。
判定は、次のようになります。

⑴ 「特定同族会社の判定割合17」が50％超……特定同族会社
⑵ 「特定同族会社の判定割合17」が50％以下(記載する必要が
ない場合を含みます。)で「同族会社の判定割合10」が50％超
……同族会社

⑶ 「同族会社の判定割合 10」が50％以下……非同族会社

「被支配会社でない法人株主等」の各欄
「判定基準となる株主(社員)及び同族関係者」に記載された株主(又は社員)が非同族会社である場合又は特定同族会社に

該当しない同族会社である場合(被支配会社に該当し、かつ、資本金の額又は出資金の額が1億円以下であること及び清算中
であることにより特定同族会社に該当しないこととされる場合を除きます。)に、その株主(又は社員)が所有する株式数又
は出資の金額等を記載します。

「期末現在の議決権の総数4」、「(20)と(22)の上
位3順位の議決権の数5」、「議決権の数による判
定6」、「(22)の上位1順位の議決権の数13」、「
議決権の数による判定14」、「議決権の数20」及
び「議決権の数22」
種類株式を発行していない場合には記載する必

要はありませんが、その場合であっても、その会
社が発行している種類株式のうち議決権を行使す
ることができない株主等が有するその議決権(以下
この別表の留意点において「行使不可能議決権」
といいます。)の数がある場合には、記載する必要
があります。

「判定基準となる株主(社員)及び同族関係者」の
各欄
・ その会社の株主(又は社員)の1人及びその同族

関係者(「株主グループ」といいます。)の所有
する株式数又は出資の金額の合計が最も多いも
のから順次記載しますが、「その他の株主等」
の「株式数又は出資の金額21」又は「議決権の
数22」に記載された株主グループが3つになっ
たときは、その他の株主グループについては記
載する必要はありません。

・ その会社が自己の株式又は出資を有する場合
のその会社は判定基準となる株主(社員)に含ま
れません。

・ 筆頭株主が非同族会社である場合にも1グルー
プとして記載します。

【チェックポイント】
同族判定株主の同族関係者

である法人の持株を除外して
同非判定を行っていませんか。

「議決権の数20」及び「議決権の数22」の各欄
・ 行使不可能議決権の数を控除して記載します。
・ 個人又は法人との間でその個人又は法人の意思と同一の内
容の議決権を行使することに同意している者が有する議決権(
「同意議決権」といいます。)について、令第4条第6項((同族
関係者の範囲))又は第139条の7第6項((被支配会社の範囲))の
規定の適用がある場合には、次の区分に応じて、それぞれ次に
より記載します。
⑴ 同意議決権を有する者

「議決権の数」に、その同意議決権の数を△印を付け
て外書として「外同意△××」のように記載します。

⑵ 同意を受けている者
「議決権の数」に、その同意議決権の数を外書として

「外同意××」のように記載します。
・ 上記⑵で外書きした同意議決権の数については、「(20)と
(22)の上位3順位の議決権の数5」又は「(22)の上位1順位の議
決権の数13」への株主グループが有する「議決権の数」の移記
に当たっては、本書に加算した上で記載します。

6

記載要領
はこちら

「期末現在の発行済株式の総数又は出資の総額1」
「1」の本書には、その自己の株式の数又は出資

の金額を含む発行済株式の総数又は出資の総額を記
載することになりますので、ご注意ください。

「特定同族会社の判定」
の各欄
特定同族会社の判定に

ついては、「中小企業者
の判定等フロー」(P2)を
参照してください。

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



別表三(一)
｢特定同族会社の留保金額に対する税額の計算に関する明細書」

★ 当期の所得の金額の計算上、次に掲げるような益金不算入額又は損金算入額がある場合には、当期の所得
金額が0であっても、当期の留保金額について法第67条の規定による特定同族会社の特別税率が適用されるこ
とがありますのでご注意ください。
① 非適格合併による移転資産等の譲渡に係る譲渡利益額又は譲渡損失額(法67③)
② 受取配当等の益金不算入額(令第139条の9((他の通算法人から受ける配当等の額))の配当等の額に係る金
額を除きます。)(法67③)

③ 外国子会社から受ける剰余金の配当等の益金不算入額(法67③、措置法66の8⑭、66の9の4⑫)
④ 受贈益の益金不算入額(法67③)
⑤ 法人税額の還付金等(過誤納及び中間納付額に係る還付金を除きます。)の益金不算入額及び益金不算入
通算税効果額(附帯税の額に係る部分の金額に限ります。)の受取額(法67③)

⑥ 繰越欠損金の損金算入額(法67③)
⑦ 会社更生等による債務免除等があった場合の欠損金の損金算入額(法67③)
⑧ 新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除額(措置法59⑥)
⑨ 対外船舶運航事業者の日本船舶による収入金額に係る所得の金額の損金算入額(措置法59の2⑤)
⑩ 沖縄の認定法人の所得の特別控除額(措置法60⑪)
⑪ 国家戦略特別区域における指定法人の所得の特別控除額(措置法61⑩)
⑫ 収用換地等の場合の所得の特別控除額(措置法65の2⑨)
⑬ 特定事業の用地買収等の場合の所得の特別控除額(措置法65の3⑦、65の4⑤、65の5④、65の5の2⑤)
⑭ 超過利子額の損金算入額(措置法令39の13の3⑥)
⑮ 外国法人(外国子会社に該当するものを除きます。)から受ける剰余金の配当等の額のうち、特定外国関
係会社又は対象外国関係会社に係る特定課税対象金額に達するまでの金額の益金不算入額(措置法66の8⑬)

⑯ 特殊関係株主等である内国法人が外国法人(外国子会社に該当するものを除きます。)から受ける剰余金
の配当等の額のうち、その特殊関係株主等である内国法人の特定外国関係法人又は対象外国関係法人に係る
特定課税対象金額に達するまでの金額の益金不算入額(措置法66の9の4⑪)

⑰ 特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として出資をした場合の特別勘定繰入額の損金算入額(措置法
66の13⑲)

⑱ 農地所有適格法人の肉用牛の売却に係る所得の特別控除額(措置法67の3⑦)
⑲ 租税条約に基づく合意があった場合の更正の特例により減額される所得の金額のうち、相手国の居住者
に支払われない金額(租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律7③)

この別表は、別表二の「判定結果18」において「特定同族会社」に該当する法人が、法第67条第1項((特定同
族会社の特別税率))の規定の適用を受ける場合に使用します。

「9」～「28」欄

「1」～「8」欄

【作成の手順】
まず、「課税留保金額の計算」

(「9」から「28」まで)及び別表三
(一)付表を記載し、次に「留保金額
に対する税額の計算」(「1」から
「8」まで)を記載します。

7

記載要領
はこちら



別表三(一)
｢特定同族会社の留保金額に対する税額の計算に関する明細書」

「課税留保金額」の「1」及び「2」
「 」の分子には、当期の月数(暦に従っ

て計算し、1月未満の端数は切り上げます。)を
記載します。

「年3,000万円相当額を超え年1億円相当額以下
の金額(((21)－(1))又は(1億円× －(1))の
いずれか少ない金額)2」

1,000円未満の端数が生じたときは、その端
数を切り捨てた金額を記載しますが、その端数
が「課税留保金額21」で切り捨てた1,000円未
満の端数より多いときは、その端数を切り上げ
た金額を記載します。

【チェックポイント】
別表二の17欄が50％超で、当事業年度終了の時における資

本金の額若しくは出資金の額が1億円超の場合又は一若しく
は完全支配関係のある複数の大法人(資本金の額又は出資金
の額が5億円以上の法人等)に発行済株式等の全部を保有され
ている場合、別表三(一)を作成していますか。

12

12

【チェックポイント】
前期末配当等の額は、前事業年度の別表三

(一)の「11」欄を記載していますか。

【チェックポイント】
当期末配当等の額は、当事業年度中に配当基準

日があり、当事業年度終了の日の翌日から決算確
定の日までに配当決議があった配当の額を記載し
ていますか。(株主資本等変動計算書に記載され
ている当期中の支払配当の額をそのまま記載して
いませんか。)

8

「住民税額の計算の基礎となる法人税額」の各欄
次の場合に応じ、それぞれ次により記載します。

⑴ 措置法第42条の12の5第2項((給与等の支給額が増加した場合の
法人税額の特別控除)) に規定する中小企業者等に該当する法人で
ある場合、「23」に記載します。

⑵ ⑴以外の法人である場合、「22」に記載します。
なお、措置法第42条の12の5第2項に規定する中小企業者等とは、

中小企業者(適用除外事業者に該当するものを除きます。)又は農業
協同組合等で、青色申告書を提出するものをいいます。
おって、中小企業者及び適用除外事業者の判定については、「中

小企業者の判定等フロー」(P6～)を参照してください。

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



別表三(一)付表一
｢特定同族会社の留保金額から控除する留保控除額の計算に関する明細書」

「適格分割型分割等により減少した利益積立金額5」
適格分割型分割により分割承継法人に引き継いだ利益積立金額

、連結完全支配関係がある他の連結法人の株式の譲渡等により減
少した利益積立金額又は完全支配関係がある法人の寄附修正事由
により減少した利益積立金額を記載します。

「適格合併等により増加した利益積立金額4」
適格合併若しくは適格分割型分割により被合併法人若しくは分

割法人から引継ぎを受けた利益積立金額、連結完全支配関係があ
る他の連結法人の株式の譲渡等により増加した利益積立金額又は
完全支配関係がある法人の寄附修正事由により増加した利益積立
金額を記載します。

「積立金基準額7」
・ この金額がマイナスとなる場合には、0と記載します。
・ 「期末利益積立金額6」の金額がマイナスである場合に
は、「同上の25％相当額2」の金額にそのマイナスの金額
の正数金額を加算した金額を記載します。

・ 例えば、「2」の金額が25,000,000円、「6」の金額が
△ 5,000,000 円 で あ る 場 合 に は 、 25,000,000 円 と
5,000,000円との合計額30,000,000円を「7」に記載しま
す。

「通算法人の所得基準額加算額17」
令和4年4月1日前に開始した事業年度にあっては、この

欄を「被合併法人等の最終の事業年度の欠損金の損金算
入額17」として記載します。

「法人税額の還付金等(過誤納及び中間納付額に係る還付金
を除く。)(別表四「19」及び益金不算入附帯税(利子税を除
く。)の受取額)14」
別表四の「所得税額等及び欠損金の繰戻しによる還付金額

等19」の金額並びに令和2年旧法第26条第4項｟還付金等の益
金不算入｠に規定する附帯税(利子税を除きます。)の負担額
として内国法人(連結親法人)が受け取る金額及び同条第5項
に規定する他の内国法人(連結法人)が附帯税(利子税を除き
ます。)の負担額の減少額として受け取る金額の合計額を記
載します。
令和2年旧法第26条第4項に規定する法人税の負担額及び地

方法人税の負担額として内国法人(連結親法人)に帰せられる
金額並びに同条第5項に規定する法人税の減少額及び地方法
人税の減少額として他の内国法人(連結法人)に帰せられる金
額は、含まれません。

「定額基準額2,000万円× 8」
「 」の分子には、当期の月数(暦に従って計算し、1月未満の

端数は切り上げます。)を記載します。

12

12

9

記載要領
はこちら



別表四

｢所得の金額の計算に関する明細書｣「1」～「6」欄

この別表は、損益計算書に掲げた当期利益の額又は当期欠損の額を基として、いわゆる申告調整により税務計算上の所得金額若しくは欠損金額又は留保金額を計算するために使用します。
なお、各欄の記載に当たり、その各欄の算定を示す他の別表がある場合には、まず当該他の別表を記載して、その結果を移記してください。
(注) 沖縄の認定法人の課税の特例など特殊な調整事項のない法人については、この別表について「簡易様式」を御利用ください。

「損金経理をした道府県民税及び市町村民税3」
別表五(二)の「計10」及び「計15」の「仮払経理による納付④

」及び「損金経理による納付⑤」の金額の合計額を記載します。

「損金経理をした附帯税(利子税を除く。)、加算金、延滞金(延納分を
除く。)及び過怠税5」
別表五(二)の「加算税及び加算金24」から「過怠税27」までの「当期

中の納付税額③～⑤」の各欄の金額の合計額を記載します。

記載した金額のうち別表五(二)の「仮払経理による納付④」の
本書の金額がある場合には、この別表の「減算」の空欄に「仮払
税金」等と記載の上、その合計額を「総額①」及び「留保②」に
併せて記載します。

(注) この仮払税金をその後の事業年度において消却した場合
には、その消却をした事業年度において、次の区分に応じ
、次のように処理します。
⑴ 損金経理により消却した場合

その税金が損金不算入のものであると否とを問わず、こ
の別表の「加算」の空欄に「仮払税金消却」等と記載の上
、その合計額を「総額①」と「留保②」に記載します。

⑵ 納税充当金で消却した場合
この別表には記載しないで、別表五(一)において、前期

から繰り越された「仮払税金」の「減②」にその消却した
金額を△印を付して記載するとともに、「納税充当金26」
の「減②」に同額を記載します。

別表五(二)の「損金経理による納付⑤」に外書の金額がある場
合には、この別表の「加算」の空欄に「未収過誤納金」等と記載
の上、その金額を「総額①」及び「留保②」に記載します。

「損金経理をした法人税及び地方法人税(附帯税を除く。)2」
別表五(二)の「計5」の「仮払経理による納付④」及び「損金

経理による納付⑤」の金額の合計額を記載します。

【チェックポイント】
株主資本等変動計算書又

は社員資本等変動計算書の
剰余金の配当の金額が記載
されていますか。

「損金経理をした納税充当金4」
別表五(二)の「損金経理をした納

税充当金31」の金額を記載します。

「当期利益又は当期欠損の額1」の
「留保②」
「総額①」に記載した金額から「

社外流出③」に記載した金額の合計
額を減算した金額を記載します。
「社外流出③」に記載した金額が「
総額①」に記載した金額を超えると
きは、その超える金額を「留保②」
に△印を付して記載します。

10

記載要領
はこちら

【チェックポイント】
別表五(二)の5、10、15及

び24～29の⑤欄でプラス表示
している金額を2欄、3欄及び
5欄で加算していますか。

【チェックポイント】
損益計算書の当期純利益又は当期純損失の金額が記載され

ていますか。
特に、プラスとマイナスの符号誤りが見受けられますので

ご注意ください。



・
・
・

別表四
｢所得の金額の計算に関する明細書｣「7」～「15」欄

【チェックポイント】
役員に対する給与(使用人兼務役員に対する使用

人職務分を除きます。以下この別表の留意点にお
いて同じです。)の額のうち、定期同額給与、事前
確定届出給与及び業績連動給与のいずれにも該当
しないものの額を別表四で加算していますか。

【チェックポイント】
別表五(二)の19の③欄及び④

欄でプラス表示している事業税
の額を13欄等で減算しています
か。

「役員給与の損金不算入額7」
役員に対して支給する給与のうち、法第34条((役員給与の損

金不算入))の規定により損金の額に算入されない金額を記載し
ます。

「加算」の「10」
・ 留保されている金額は「留保②」に、社外に流出している
金額は「社外流出③」に、それぞれ記載します。

・ 措置法第66条の6((内国法人に係る特定外国関係会社等の課
税対象金額等の益金算入))又は措置法第66条の9の2((特殊関係
株主等である内国法人に係る特定外国関係法人等の課税対象金
額等の益金算入))の規定による益金算入額(別表十七(三の二)
「28」、別表十七(三の三)「9」又は別表十七(三の四)「11」)
は、措置法令第39条の20第4項((外国関係会社の判定等))等の
規定により利益積立金額を構成しませんので、「加算」の空欄
に「特定外国関係会社等に係る課税対象金額」等と記載の上、
その額を「総額①」及び「社外流出③」(※印を付けます。)に
記載します。この場合、「小計11」の「社外流出③」の記載に
ついては、この「社外流出③」の上段に※印を付して外書きし
ます。

・ 税効果会計を採用している場合において、損益計算書上、
税引前当期純利益から減算した「法人税等調整額」があるとき
は、「加算」の空欄に「法人税等調整額損金不算入」等と記載
の上、その金額を「総額①」及び「留保②」に記載します。

「納税充当金から支出した事業税等の金額13」
別表五(二)の「事業税及び特別法人事業税35」から「38」

までの金額の合計額を記載します。
別表五(二)の「損金不算入のもの37」に金額の記載がある

場合には、その税目等をこの別表の「加算」に記載の上、そ
の金額を「総額①」及び「社外流出③」に記載します。

【チェックポイント：その他の加算項目例】
・ 別表五(二)の19 の③欄及び④欄でマイナス表示している還付事業税の額
・ 損益計算書の有価証券若しくはゴルフ会員権等の評価損又は減損損失の額のうち、税務上損金の

額に算入されない金額
・ 損金の額に算入されない租税公課、罰科金等の額

11



・
・
・

別表四
｢所得の金額の計算に関する明細書｣「16」～「20」欄

【チェックポイント】
19欄と前事業年度の別表一(一)「25」欄

(所得税額等の還付金額)及び「27」欄(欠
損金の繰戻しによる還付請求税額)の合計
額が一致していますか。

【チェックポイント】
別表五(二)の5、10及び15の⑤欄でマイナス表示し

ている還付法人税等又は還付所得税等(いずれも還付
加算金を除きます。)の額で、雑収入等に計上してい
るものを18欄又は19欄で減算していますか。

「受贈益の益金不算入額16」
法人による完全支配関係がある他の内国法人から受けた受

贈益の額で、法第25条の2第1項((受贈益))の規定により益金
の額に算入されない金額を記載します。

「適格現物分配に係る益金不算入額17」
適格現物分配により資産の移転を受けたことによって生じる収

益の額で、法第62条の5第4項((現物分配による資産の譲渡))の規
定により益金の額に算入されない金額を記載します。

「法人税等の中間納付額及び過誤納に係る還付金額18」
法人税、地方法人税、道府県民税及び市町村民税の中間納付額

並びにこれらの税の過誤納に係る還付金額について、法人がそれ
を当期利益の額に含めている場合にその金額を記載します。
利子税相当額の還付金については、その納付した時に損金の額

に算入されていますので、この欄で減算することはできません。

「所得税額等及び欠損金の繰戻しによる還付金額等19」
次に掲げる還付金額で当期にその還付を受けることが確定したものについて、その額を当期利益の額に含めているかどうかにかかわらず記載します。
この場合に、これらの確定した還付金額を当期利益の額に含めていないときは、「加算」の空欄に「未収の所得税額の還付金等」として「総額①」及び「留保②」に記載し、その後の事業年

度でこれらの還付金を当期利益の額に含めた場合には、その金額を「減算」の空欄に「未収の所得税額の還付金等」と記載の上、還付金の額を「総額①」及び「留保②」に記載します。
⑴ 所得税額の還付金額、控除対象外国法人税額の還付金額及び復興特別所得税額の還付金額
⑵ 欠損金の繰戻しによる還付金額
⑶ 国税通則法の規定による附帯税(利子税を除きます。)の還付金額
⑷ 地方税法の規定による各種加算金及び延滞金(同法第65条、第72条の45の2又は第327条の規定による納期限の延長を受けた期間に係るものを除きます。)の還付金額
⑸ ⑴から⑷まで及び「法人税等の中間納付額及び過誤納に係る還付金額18」に記載されるもの以外の租税で損金の額に算入されないものの還付金額
前期分の申告において所得税額の還付が生じたため、その還付を受けていた場合において、その後前期分の法人税につき更正処分があり、その還付を受けた所得税額の全部又は一部に相当す

る金額の追徴があったときは、その追徴された金額に相当する還付所得税額は、この欄には記載しないでください。
この場合、その還付を受けた所得税額が当期利益の額に含まれているときは、その追徴された所得税額に相当する金額は、「減算」の空欄に「追徴された所得税額」等として「総額①」及び

「留保②」にそれぞれ記載します。
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別表四
｢所得の金額の計算に関する明細書｣「21」欄

【チェックポイント】
・ 損益計算書の法人税等調整額に対応する金額
を申告書別表四において調整する際に、プラス
とマイナスを誤って記載していませんか。

「減算」の「21」
・ 法人計算外で経費とするもの(経費の認定損)のように税務計算上留保した金額を減少させるものは、「留保②」に記載します。
・ 措置法第65条の2((収用換地等の場合の所得の特別控除))、措置法第65条の3から第65条の5まで((特定事業の用地買収等の場合の所得の特別控除))、措置法第65条の5の2((特定の長期所
有土地等の所得の特別控除))又は措置法第67条の3((農地所有適格法人の肉用牛の売却に係る所得の課税の特例))の規定による損金算入額(別表十(五)「22」、「37」、「42」、「47」若し
くは「52」又は別表十(七)「22」)は、措置法第65条の2第10項及び措置法令第39条の3第7項((収用換地等の場合の所得の特別控除))等の規定により利益積立金額を構成しますので、「減算
」の空欄に「収用等による特別控除額」等と記載の上、その額を「総額①」及び「社外流出③」(※印を付けます。)に記載します。

・ 当期の決算の確定日までに剰余金の処分により積み立てた準備金等の金額で損金の額に算入するものは、「減算」の空欄に「剰余金処分による準備金積立額認容」等と記載の上、その積
立額の全額(税効果会計を採用している場合には、その積立額の全額とこれに対応する税効果相当額との合計額)を「総額①」及び「留保②」に記載します。この場合、積立限度超過額があ
るときは、「加算」の空欄に「○○準備金積立超過額」等と記載の上、その積立限度超過額を「総額①」及び「留保②」に記載します。
なお、準備金等に積立限度超過額がある場合には、このような加算及び減算をしないで、その積立額のうち積立限度相当額を「減算」欄に記載しても差し支えありません。

・ 税効果会計を採用している場合において、損益計算書上、税引前当期純利益に加算した「法人税等調整額」があるときは、「減算」の空欄に「法人税等調整額益金不算入」等と記載の上
、その金額を「総額①」及び「留保②」に記載します。

・ 関西国際空港用地整備準備金(措置法57の7①)、中部国際空港整備準備金(措置法57の7の2①)、農業経営基盤強化準備金(措置法61の2①)、農用地等を取得した場合の課税の特例(措置法
61の3①)及び再投資等準備金(震災特例法18の3①)の規定により帳簿価額を減額することに代えて積立金として積み立てたものについては、「47」から「49」までの各欄に記載することとな
りますので、記載はしないでください。

【チェックポイント：その他の減算項目例】
・ 前事業年度以前に所得金額に加算した有価
証券若しくはゴルフ会員権等の評価損又は減損
損失の額について、当事業年度に売却等の減算
事由が生じたもの。

・ 別表五(二)の「その他」の③欄に表示して
いる充当金の取崩し又は④欄に表示している仮
払経理により納付した源泉所得税若しくは外国
法人税等の額。
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別表四
｢所得の金額の計算に関する明細書｣「22」～「52」欄

【チェックポイント】
29の「総額 ①」と別表一「所得税

の額 16」欄、及び別表六(一)「計
6」の「②のうち控除を受ける所得税
額 ③」欄の金額が一致していますか。

【チェックポイント】
「留保②」の各欄の金額が、別

表五(一) 「Ｉ 利益積立金額の
計算に関する明細書」の「当期の
増減②、③」欄に移記されていま
すか。

「非適格合併又は残余財産の全部分配等による移転資産等の譲渡利益額又は譲渡損失額
38」
・ 合併(適格合併を除きます。)により合併法人に資産及び負債の移転をした場合に、
資産及び負債のその移転による譲渡に係る譲渡利益額又は譲渡損失額を被合併法人の合
併の日の前日の属する事業年度分のこの別表に記載します。

・ 残余財産の全部の分配又は引渡し(適格現物分配を除きます。)により被現物分配法
人その他の法人に資産の移転をする資産のその移転による譲渡に係る譲渡利益額又は譲
渡損失額は、その残余財産の確定の日の属する事業年度分のこの別表に記載します。

・ 譲渡損失額を記載する場合は、その金額を△印を付して記載します。

「合計34」
次の場合に応じ、それぞれ次により計算します。

⑴ 別表十(一)｢15｣又は別表十(二)「10」の記載がある場合かつ別表十(四)「20」の記
載がある場合

(26)＋(27)－(28)＋(29)＋(30)＋(31)＋(32)－(33)
⑵ 別表十(一)｢15｣又は別表十(二)「10」の記載がある場合（⑴の場合を除きます。）

(26)＋(27)－(28)＋(29)＋(30)＋(31)＋(32)＋(33)
⑶ 別表十(四)「20」の記載がある場合（ ⑴の場合を除きます。）

(26)＋(27)＋(28)＋(29)＋(30)＋(31)＋(32)－(33)
⑷ ⑴から⑶までの場合以外の場合

(26)＋(27)＋(28)＋(29)＋(30)＋(31)＋(32)＋(33)

「残余財産の確定の日の属する事業年度に係る事業税及び特別法人事業税の損金算入額
51」
当期が残余財産の確定の日の属する事業年度である場合に、法第62条の5第5項((現物

分配による資産の譲渡))の規定により損金の額に算入される事業税及び特別法人事業税
の額を記載します。

「所得金額又は欠損金額52」
「総額①」の金額は、「留保②」の金額に「社外流出③」の本書の金額を加算し、こ

れから「※」の金額を加減算した額と符合することになります。
14
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欠損金又は災害損失金の損金算入等に関する明細書

控 除 前 所 得 金 額
(別表四「43の①」) 1

円

200
損 金 算 入 限 度 額

2
円

100

事業年度
区

分

控 除 未 済 欠 損 金 額
当 期 控 除 額
(当該事業年度の(3)と((2)－当該事業年度
前の(4)の合計額)のうち少ない金額)

翌 期 繰 越 額
((3)－(4))又は(別表七(四)｢15」)

3 4 5

( 省 略 )

計 200 100 100

所得の金額の計算に関する明細書

区 分
総 額

処 分

留 保

① ②

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額 1

円

150

円

( 省 略 )

加

算
損金経理をした農業経営基盤強化準備金積立額 10 50 50

( 省 略 )

仮 計
(1)＋(11)－(22) 23 200 ××

( 省 略 )

差 引 計 ((34)から(38)までの計) 39 200 ××

( 省 略 )

欠損金又は災害損失金等の当期控除額
(別表七(一)｢4の計｣＋別表七(四)｢10｣) 44 △ 100

総 計
(43)＋(44) 45 100 ××

( 省 略 )

農業経営基盤強化準備金積立額の損金算入額
(別表十二(十四)｢10｣) 47 △ 50 △ 50

( 省 略 )

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 52 50 ××

農業経営基盤強化準備金の損金算入及び認定計画等に定めるところに従い取得した農用地等の圧縮額の損金算入に関する
明細書

当 期 積 立 額 4 50

⑷
の
内
訳

⑷ の う ち 損 金 経 理 に よ る 積 立 額 5 50

⑷ の う ち 剰 余 金 の 処 分 に よ る 積 立 額 6 0

積
立
限
度
額
の
計
算

⑶ の う ち 準 備 金 と し て 積 み 立 て ら れ た 交 付 金 等 の 額 7 50

所 得 基 準 額
(別表四｢45の①｣－⑿－別表四｢27の①｣)又は(別表四の二付表｢48の①｣－⑿－別表四の二付表｢35の①｣)

8 100

積 立 限 度 額
((7)と(8)のうち少ない金額)

9 50

当 期 積 立 額 の う ち 損 金 算 入 額
((4)と(9)のうち少ない金額)

10 50

控除前所得金額は、農業経営基盤強化準備
金の損金算入前の金額により計算します。

〇 農業経営基盤強化準備金の適用を受ける場合の申告書の記載例

所得基準額は、欠損金控除後の金
額により計算します。

別表十二(十四)
｢5｣の金額を「総額
①」及び「留保
②」に移記します。

≪別表七(一)≫

≪別表十二(十四)≫

≪別表四≫
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別表五(一)
「利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書」

【チェックポイント】
各区分ごとの「期首現在利益積

立金額①」について、前期申告書
の「差引翌期首現在利益積立金額
④」と金額が一致していますか。

「期首現在利益積立金額①」
原則として、前期分のこの別表の「差引翌期首現在利益積立金額④

」の各欄の金額(更正又は決定があった場合には、その際にお知らせし
てある金額)を移記します。
この申告が仮決算による中間申告であるときは、この欄だけを記載

し、「当期の増減」及び「差引翌期首現在利益積立金額④」の記載は
必要ありません。

【チェックポイント】
未払(未収)消費税額等の

合計額は、消費税及び地方
消費税の申告書第一表㉖欄
の金額と一致していますか
(各月ごとに申告及び納付し
ている法人の場合、その合
計額に決算月の前月分の納
付(還付)税額を調整した金
額と一致していますか。)。

【チェックポイント】
貸借対照表上の任意

引当金、繰延税金資産
(負債)等の金額は、④
欄に記載の金額と一致
していますか。

別表四に関係なく記載する「当期の増減」
次スライド

「区分」の「 積立金2」以下の空欄
「利益準備金1」以外の利益積立金額(税務上の否認金額のうち留保

した金額を含みます。)について、その名称を記載します。

「当期の増減」※別表四と連動する部分
・ 原則として、「減②」には別表四の「減算」の「留保②」の金額
を、「増③」には別表四の「加算」の「留保②」の金額を、その内容
に応じて記載します。この場合に別表四の「減算」に記載した「仮払
税金(仮払法人税額、仮払地方法人税額、仮払道府県民税額又は仮払
市町村民税額)」については「増③」に△印を付けて記載します。

・ 当期中に剰余金の処分により積み立てた準備金等の金額で損金の
額に算入するものについては、その積立額を「当期の増減」の「増③
」に記載し、別表四において「減算」又は「47」から「49」までの各
欄に記載した金額を「当期の増減」の「増③」に△印を付して記載し
ます。

・ 当期末後、当期の決算の確定の日までに剰余金の処分により積み
立てた準備金等の金額で損金の額に算入するものについては、別表四
において「減算」又は「47」から「49」までの各欄に記載した金額を
「当期の増減」の「増③」に△印を付して記載します(その積立額は
、翌期において「当期の増減」の「増③」に記載します。)。

【チェックポイント】
各区分ごとの「当期の増減」欄

の金額と別表四の「留保②」欄の
金額は一致していますか。
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別表五(一)
「利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書」

「当期の増減」 ※別表四と関係なく記載する部分

1 ・ 納税充当金を取り崩して、法人税及び地方法人税(利子税、延滞税を
除きます。)、道府県民税又は市町村民税の額を納付した場合には、「納
税充当金26」の「減②」にその合計額を記載するとともに、「未納法人
税及び未納地方法人税27」、「未納道府県民税29」又は「未納市町村民
税30」の「減②」にこれらの税額をそれぞれ記載します。

・ 損金経理によりそれらを納付した場合は、別表四の「加算」の「損金
経理をした法人税及び地方法人税(附帯税を除く。)2」及び「損金経理を
した道府県民税及び市町村民税3」の「留保②」の金額については、「未
納法人税及び未納地方法人税27」、「未納道府県民税29」及び「未納市
町村民税30」の「減②」にそれぞれ記載します。

2 当期の中間納付額として納付すべき法人税、地方法人税、道府県民税又
は市町村民税の額がある場合には、納付の有無に関係なく、別表五(二)の
「当期発生税額②」の「3」、「8」及び「13」の金額を「未納法人税等
「27」、「29」及び「30」」の「増③」の「中間」にそれぞれ記載します。

3 ・ 中間配当積立金等を取り崩して剰余金の配当(資本剰余金の額の減少
に伴うものを除きます。)若しくは利益の配当又はいわゆる中間配当(資
本剰余金の額の減少に伴うものを除きます。)をした場合には、その積立
金の取崩額を「減②」に記載するとともに、「繰越損益金25」の「増
③」の金額に含まれることになります。

・ この場合に会社法第445条第4項の規定により積み立てた剰余金の配当
に係る利益準備金の額は、「利益準備金1」の「増③」に記載します。

・ 剰余金の配当、利益の配当若しくは中間配当又はこれらに係る利益準
備金の積立てのために取り崩した繰越利益金の額は、「繰越損益金25」
の「減②」の金額に含まれることになります。

17
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別表五(一)
「利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書」

4 適格合併に該当しない合併により完全支配関係がある他の内国法人から移転を受けた譲渡損益調整資産がある場合には、
令第9条第1号タ((利益積立金額))に規定する金額を「減②」又は「増③」に記載します。

5 適格合併、適格分割型分割又は適格現物分配により被合併法人、分割法人又は現物分配法人から移転等を受けた資産等が
ある場合には、令第9条第2号から第4号まで((利益積立金額))に規定する金額を「増③」に記載します。

6 法人が有する完全支配関係がある法人の株式等について寄附修正事由が生ずる場合には、「区分」に「○○株式(寄附修
正)」などと表示した上で、令第9条第7号((利益積立金額))に規定する金額を「減②」又は「増③」に記載します。

7 適格分割型分割により分割承継法人に移転をした資産等がある場合には、令第9条第10号((利益積立金額))に規定する金
額を「減②」に記載します。

8 非適格株式分配により現物分配法人の株主等に交付した資産等がある場合には、令第9条第11号((利益積立金額))に規定
する金額を「減②」に記載します。

9 資本の払戻し等及び出資等減少分配並びに自己株式の取得等により減算される利益積立金額がある場合には、令第9条第
12号から第14号まで((利益積立金額))に規定する金額を「減②」に記載します。

10 減価償却資産につき減価償却超過額(法第31条第4項((減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法))に規定する損金
の額に算入されなかった金額をいいます。)がある場合において、その減価償却資産につき令第48条第5項第3号ハ((減価償
却資産の償却の方法))に規定する評価損が生じたときには、その評価損はまずその減価償却超過額からなるものとして、そ
の評価損の金額と減価償却超過額の金額(その減価償却資産に係る前期から繰り越された減価償却超過額と当期の償却超過
額との合計額)とのいずれか少ない金額を、「区分」に「減価償却超過額」と記載した欄の「減②」に記載するとともに、
その減価償却資産に係る評価損の金額を「減②」に記載した同欄の上段に△印を付して記載します。

「当期の増減」 ※別表四と関係なく記載する部分(続き)

注：4から8までの場合には、それぞれに従って記載した金額部分が、この検算式と不符合となります。

【チェックポイント】
これらに該当がない場合、
別表四の52②欄 ＋ 31①欄 － 27、29、30 の③欄の合計額 ±28③欄＝ 31④欄となります。
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別表五(一)
「利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書」

【チェックポイント】
貸借対照表に自己株式を計上している場合、令第8条第1項第20号及び第21

号((資本金等の額))に掲げる金額を減算するなどの調整を行っていますか。

「当期の増減」の「増③」の「未納法人税等」の「確定」の各欄
この申告により納付すべき法人税及び地方法人税、道府県民税又は市町村民税の額に

ついて別表五(二)の「期末現在未納税額⑥」の「4」、「9」及び「14」の本書の金額を
それぞれ記載します。
別表五(二)の「期末現在未納税額⑥」の「4」、「9」及び「14」に外書(△印)の金額

がある場合(すなわち、中間納付額の還付金がある場合)には、「3」から「24」までの
空欄に「未収還付法人税」等と記載の上、「当期の増減」の「増③」にその金額(△印
は付けません。)を記載します。

「繰越損益金25」
「期首現在利益積立金額①」には、利益剰余金の当期首残高(マイナスの場合は△印

を付してください。)を記載し、同一金額を「減②」に記載することによって「期首現
在利益積立金額①」を0とし、改めて利益剰余金の当期末残高を「当期の増減」の「増
③」に記載します。

19

「未納法人税及び未納地方法人税(附帯税を除く。)27」
所得に対する法人税(連結納税の承認の取消しに係る特別控除取戻税額、リース特別

控除取戻税額、使途秘匿金の支出の額に対する法人税、土地譲渡利益金額に対する法人
税及び特定同族会社の留保金額に対する法人税を含みます。)の本税及び地方法人税の
本税の額の合計額を記載します。

「期首現在資本金等の額①」
前期分のこの別表の「差引翌期首現在資本金等の額④」の各欄の金額(更正又は決定

があった場合には、その際にお知らせしてある金額)を移記します。
また、この申告が仮決算による中間申告であるときは、この欄だけを記載し、「当

期の増減」及び「差引翌期首現在資本金等の額④」の記載は必要ありません。

「区分」の「34」及び「35」の空欄
「資本金又は出資金32」及び「資本準備金33」以外の資本金等の額について、その名

称を記載します。

「当期の増減」
⑴ 令第8条第1項第1号から第12号まで((資本金等の

額))に掲げる金額を「資本準備金33」から「35」
までの各欄の「増③」に記載します。

⑵ 令第8条第1項第13号から第22号までに掲げる金
額を△印を付して「資本準備金33」から「35」ま
での各欄の「増③」に記載します。



・
・
・

別表五(一)付表
「種類資本金額の計算に関する明細書」

「当期の増減」
別表五(一)「利益積立金額及び資本金等の額の計算に関す

る明細書」の「Ⅱ 資本金等の額の計算に関する明細書」の
「当期の増減」の記載の仕方に準じて記載します。
種類資本金額が増加又は減少をする事由が生じた場合に記

載します。

この別表は、2以上の種類の株式又は出資を発行している
法人が令第8条第2項((資本金等の額))に規定する種類資本
金額を計算するために使用します 。

「株式の種類」
法人が発行している株式又は出資の種類を記載します。

「期首現在種類資本金額①」
前期分のこの別表の「差引翌期首現在種類資本金額④」の

各欄の金額(更正又は決定があった場合には、その際にお知ら
せしてある金額)を移記します。
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別表五(二)
｢租税公課の納付状況等に関する明細書」

「期首現在未納税額①」の「1」及び「2」
「1」及び「2」には、前期分のこの別表の「期末現在未納税額⑥」

の金額を記載しますが、直前期分に係る「期首現在未納税額①」は、
前期分のこの別表の「⑥」の「中間3」の金額と「確定4」の金額との
合計額になります。
前期分の申告後に既往年度について更正等があった場合には、更正

等の後の法人税額等を基礎として記載します。

各欄共通
各欄は、法人税及び地方法人税の基本税額(別表一の「差引所得に対する法人税額13」及び「差引地方法人税額39」に相当する税額)を記載し、法人税及び地方法人税に係る利子税、延滞税、

過少申告加算税、無申告加算税及び重加算税の額についてはこの欄には記載しないで、「その他」の「利子税20」、「加算税及び加算金24」及び「延滞税25」の該当欄に記載します。
なお、「道府県民税」の各欄及び「市町村民税」の各欄も同じです。

「期末現在未納税額⑥」
「確定4」に記載することとなる金額がマイナスになる場合

にあってはその金額は外書き(△印を付けます。)します。
ただし、「中間3」に未納税額の記載がある場合にあっては

その未納税額に相当する金額に達するまでの金額は本書きし
(△印を付けます。)、「確定4」の「②」の金額と本書きした
金額との差額を外書き(△印を付けます。)します。
この外書の金額は、別表五(一)の空欄に「未収還付法人税」

等と記載の上「当期の増減」の「増③」に記載します。

「計5」
「当期中の納付税額」の各欄の金額を合計した金額は、別表五(一)

の「未納法人税及び未納地方法人税(附帯税を除く。)27」の「減②」
の金額と符合します。

「当期中の納付税額」の各欄
「期首現在未納税額①」又は「当期発生税額②」に記載した法人税額及び地方法人税額を当期中に納付した

場合に、その納付税額を納税充当金を取り崩して納付したか、仮払金として納付したか、又は損金経理により
納付したかにより、それぞれ該当欄に区分して記載します。この場合に、過誤納があるときは、各欄にそれぞ
れ外書きしてください。この外書の金額は、「⑥」に移記する必要はありません。
外書の金額は、法人の確定した決算において未収金又は仮払金として計上していない場合には、別表五(一)

の空欄に「未収過誤納金」等と記載の上、その合計額を「増③」に記載します。
この場合、「⑤」の外書の金額は、別表四の「加算」の空欄にも記載することとなります。

「当期発生税額②」の「中間3」及び「確定4」
⑴ 「中間3」には、当期の中間分の税額を記載します。
⑵ 「確定4」には、別表一の「差引確定法人税額15」及び「差引

確定地方法人税額41」の金額の合計額を記載します。
中間分の法人税額及び地方法人税額の合計額が確定分の法人税額及

び地方法人税額の合計額を超える場合には、「確定4」には、その超
える金額を△印を付して記載します。
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別表五(二)
｢租税公課の納付状況等に関する明細書」

【チェックポイント】
5、10、15 及び24～29の⑤欄の金額(プラス表示分)

は、別表四の2、3及び5欄の金額と一致していますか。
5、10、15欄でマイナス表示されている還付法人税

等又は還付所得税等(いずれも還付加算金を除きま
す。)で雑収入等に計上されているものが、別表四の
18又は19欄で減算されていますか。

【チェックポイント】
期首現在未納税額①の各欄は、前事業年度の申告書の期末現

在未納税額⑥と一致していますか。

「期首現在未納税額①」の「6」及び「7」
「6」及び「7」には、前期分のこの別表の「期末現在未納税額⑥」の金額

を記載しますが、その金額が、支店等の税率が異なっていることなどにより
標準税率を基として算出されたものであるときは、当期において申告等によ
り具体的に確定した金額を記載します。

「当期発生税額②」の「中間8」及び「確定9」
「中間8」及び「確定9」には、その事業年度の法人税を基礎として地方税

法の規定により算出した道府県民税額を記載します。ただし、支店等が他の
都道府県にある場合には、標準税率により算出した税額を記載しても差し支
えありません。
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別表五(二)
｢租税公課の納付状況等に関する明細書」

・
・
・

【チェックポイント】
19の③欄及び④欄でプラス表示している事業税の額を

別表四の13 欄等で減算していますか。
19の③欄及び④欄でマイナス表示している還付事業税

の額を別表四で加算していますか。

「16」から「18」までの各欄
「道府県民税」の「6」から「8」までの記載要領に準じて記載しま

す。この場合、前期の確定分の税額は「17」の「②」に記載します。
｢当期中の納付税額｣の各欄に記載した金額のうち前期までに既に損

金の額に算入された事業税及び特別法人事業税の額がある場合には、
その既に損金の額に算入された事業税及び特別法人事業税の額に相当
する金額については、別表四の｢加算｣の空欄に｢事業税認定損｣等とし
て｢総額①｣及び｢留保②｣に記載します。

「仮払経理による納付④」
別表四の「減算」の空欄に「仮払事業税認定損」等として「総額①」

及び「留保②」に記載します。

「損金経理による納付⑤」
未払金として経理した金額を含めて記載します。
当期分の事業税及び特別法人事業税は、当期の損金の額に算入され

ませんから、別表四で加算することになります。

「延滞金(延納に係るもの)21」
地方税法第65条、第72条の45の2及び第327条の規定による納期限の

延長を受けた期間に係る延滞金について記載し、その他の期間に係る
延滞金については「損金不算入のもの」の「延滞金(延納分を除く。
)26」に記載します。

「当期中の納付税額」の各欄
「法人税及び地方法人税」の「当期中の納付税額」の各欄の記

載要領に準じて記載します。
なお、「20」以下の各欄の「損金経理による納付⑤」には、未

払金として経理した金額を含めて記載します｡したがって、この
経理をした金額は、その後は期首及び期末の未納税額に記載しま
せん。
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【チェックポイント】
「その他」の③欄に表示している充当金

の取崩し又は④欄に表示している仮払経理
により納付した源泉所得税若しくは外国法
人税等の額を別表四で減算していますか。

【チェックポイント】
申告期限未到来の事業に係る事業所税を未払金として損

金に算入していませんか(未払金に計上した金額で損金に
算入される事業所税等は、製造原価、工事原価等として経
理した金額に限られます。)。



・
・
・

別表五(二)
｢租税公課の納付状況等に関する明細書」

【チェックポイント】
「41」の金額と貸借対照表上の納税充当金(未払法人税等)は一致していますか。

【チェックポイント】
納税充当金を雑益に振り替え

ている場合、別表四で減算して
いますか。

【チェックポイント】
納税充当金から支出した(又は仮

払経理により支出した)利子、配当
等に係る源泉所得税(損金算入のも
の)を別表四で減算していますか。

【チェックポイント】
損金経理による納付欄に法人税等の

益金不算入の還付金がある場合、別表
四で減算していますか。

【チェックポイント】
外国で課された罰金又は科料は、損金不算入と

なります。
また、外国で課された税金に附帯して課される

附帯税は損金算入となります。

「損金算入のもの36」
「利子税20」から「23」までの「充当金取崩しによる納付③」の金

額の合計額を記載します。

「損金不算入のもの37」
「加算税及び加算金24」から「29」までの「充当金取崩しによる納

付③」の金額の合計額を記載します。

「38」
納税充当金の取崩額のうち「法人税額等34」から「損金不算入のも

の37」まで及び「仮払税金消却 39」以外により取り崩した金額を記
載します。

「仮払税金消却39」
前期以前に納付した税金を仮払金等として経理していた金額につい

て当期において納税充当金を取り崩して消却した金額を記載します。
この場合には、別表五(一)において、前期から繰り越された「仮払

税金」の「減②」にその消却した金額を△印を付して記載するととも
に、「納税充当金26」の「減②」に同額を記載します。

「32」
還付を受けた法人税等の金額で納税充当金へ繰り入れた金額等法人

が損金経理により繰り入れた金額以外の繰入額を記載します。
空欄には、例えば「還付法人税」等と記載します。
「32」に記載した金額が、例えば、前期以前において生じた還付金

を当期に納税充当金として受け入れた場合には、別表五(一)の「納税
充当金26」の「増③」に記載するとともに、該当欄の「減②」に同額
を記載し、別表四には関係させません。
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別表六(一)
｢所得税額の控除に関する明細書」

「集団投資信託(合同運用信託、公社債投資信託及び公社債等運用投資
信託(特定公社債等運用投資信託を除く。)を除く。)の収益の分配3」
証券投資信託の収益の分配の額のうち、措置法第67条の6第1項((特定

株式投資信託の収益の分配に係る受取配当等の益金不算入の特例))に規
定する特定株式投資信託の収益の分配の額がある場合には、その額を上
段に内書として記載します。

この別表は、まず、中段の「剰余金の配当(略)、利益の配当、剰余金の分配及び金銭の分配(略)、集団投資信託(略)の収益の分配又は割引債の償還差益に係る控除を受ける所得税額の計算
」及び下段の「その他に係る控除を受ける所得税額の明細」(「7」以下)を記載し、次に上段の各欄(「1」から「6」まで)を記載します。

「収入金額①」の各欄
当期中に支払を受ける金額(所得税及び復興特別所得税込みの金額を

いい、利子等については当期末までにその利払期の到来しているものに
、配当等についてはその支払のために通常要する期間内に支払を受ける
ことが見込まれるものに限ります。以下この別表の留意点において同じ
です。)を記載します。

【チェックポイント】
「①について課される所得

税額②」欄の金額は、おおむ
ね「収入金額①」欄の金額の
15.315％相当額ですか。

「その他5」
所得税法第174条第3号から第10号まで((内国法人に係る所得税の課税

標準))に規定する給付補塡金、利息、利益、差益、利益の分配及び賞金
の支払を受けた場合並びに懸賞金等の額及びみなし配当等の額がある場
合に、それらの金額を記載します。
下欄の「その他に係る控除を受ける所得税額の明細」が、この内訳と

なります。

「②のうち控除を受ける所得税額③」の各欄
「剰余金の配当(略)、利益の配当、剰余金の分配及び金銭の分配(略)2」、「集団投資信託(略)の収益の分配3」及び「割引債の

償還差益4」には、中段の「剰余金の配当(略)、利益の配当、剰余金の分配及び金銭の分配(略)、集団投資信託(略)の収益の分配
又は割引債の償還差益に係る控除を受ける所得税額の計算」の「個別法による場合」又は「銘柄別簡便法による場合」のいずれか
の方法により計算した配当等の計算期間のうち元本を所有していた期間に対応する部分の額のそれぞれの合計額を記載します。

【チェックポイント】
「計 6」の「②のうち控除を受ける所得税

額 ③」欄の金額と別表一「16」及び別表四
「法人税額から控除される所得税額 29」の
「総額 ①」の金額は一致していますか。
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記載要領
はこちら



別表六(一)
｢所得税額の控除に関する明細書」

「剰余金の配当(略)、利益の配当、剰余金の分配及び
金銭の分配(略)、集団投資信託(略)の収益の分配又は
割引債の償還差益に係る控除を受ける所得税額の計算
」の各欄
・ 配当等の計算期間のうち元本を所有していた期間
に対応する部分の額の計算について、令第140条の2
第2項((種類、銘柄及び元本の所有期間の異なるも
のごとに、個別に計算する方法))の規定の適用を受
ける場合には「個別法による場合」の各欄を、同条
第3項((元本の増加分について所得税額の2分の1を
控除する簡便計算法))の規定の適用を受ける場合に
は「銘柄別簡便法による場合」の各欄を、それぞれ
記載します。

・ 銘柄別簡便法による場合には、①株式及び出資(
特定公社債等運用投資信託の受益権及び社債的受益
権を除きます。)と②集団投資信託(合同運用信託、
公社債投資信託及び公社債等運用投資信託(特定公
社債等運用投資信託を除きます。)を除きます。)の
受益権の2グループに区分し、さらにその元本をそ
の配当等の計算の基礎となった期間が1年を超える
ものと1年以下のものとに区分し、その区分に属す
る元本の全てについて、その銘柄ごとに、令第140
条の2第3項に規定する方法により計算することにな
ります。

・ 国内追加型投資信託とそれ以外の投資信託は別の
グループに区分することができます。

「配当等の計算期間9」及び「⑼のうち元本所有期間
10」
・ 配当等が令第140条の2第1項第1号((法人税額から
控除する所得税額の計算))に規定する剰余金の配当
若しくは利益の配当若しくは剰余金の分配又は金銭
の分配(以下この別表の留意点において「剰余金配当
等」といいます。)である場合には、その剰余金配当
等(以下この別表の留意点において「判定対象配当等
」といいます。)の直前にその判定対象配当等を支払
う法人から受けた剰余金配当等の支払に係る基準日
の翌日からその判定対象配当等の支払に係る基準日
までの期間を「配当等の計算期間9」に記載します。

・ 月数は、暦に従って計算し、1月未満の端数は切
り上げます。

・ 設定により取得した国内追加型投資信託について
は、これらの欄の記載を省略し、「所有期間割合11
」に、「1.000」と記載して控除を受ける所得税額を
計算してください。

「 17」

次の場合に応じ、次により記載します。
⑴ 配当等の計算期間が1年以下であるものの元本の

場合 ……

⑵ 配当等の計算期間が1年を超えるものの元本の場
合 ……

(15)－(16)

2又は12

(15)－(16)

2又は12

(15)－(16)

2又は12
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「配当等の計算期末の所有元本数等15」及び「配当
等の計算期首の所有元本数等16」
口数の定めがない出資については所有元本の金額

により、その他のものについては所有元本の数によ
り記載します。

【チェックポイント】
12 欄及び19 欄で所有期間によるあん分計算を要しないも

のについて、あん分計算を行っていませんか。
(例) 公社債及び預貯金の利子、合同運用信託・公社債投資

信託及び公社債等運用投資信託(特定公社債等運用投資
信託を除きます。)の収益の分配、特定公社債等運用投
資信託の受益権及び特定目的信託の社債的受益権に係
る剰余金の配当、資本剰余金の減少に伴う剰余金の配
当、分割型分割による剰余金の配当、株式分配

「その他に係る控除を受ける所得税額の明細」の各欄
所得税法第174条第3号から第10号までに規定する給

付補塡金、利息、利益、差益、利益の分配及び賞金の
支払を受けた場合並びに懸賞金等の額及びみなし配当
等の額がある場合に、それらの金額の内訳を記載しま
す。
この欄に記載しきれないときは、その明細をこの内

訳の様式により別紙に記載して添付してください。



・
・
・

別表七(一)
｢欠損金又は災害損失金の損金算入等に関する明細書」

【チェックポイント】
「当期控除額 4」の「計」

欄が別表一「27」欄、別表四
「欠損金又は災害損失金等の
当期控除額 44」の金額と一
致していますか。

【チェックポイント】
「翌期繰越額 5」の

「合計」欄と別表一
「28」欄の金額が一致
していますか。

「当期控除額(当該事業年度の⑶と(⑵-当該事業
年度前の⑷の合計額)のうち少ない金額)4」
古い事業年度の分から順次補塡するものとし

てその控除できる金額を記載します。

【チェックポイント】
繰越欠損金は、税務計算上の金額

によっていますか(法人計算上の金額
により処理していませんか。)。

「損金算入限度額⑴× 2」

次の場合に応じ、それぞれ次により記載します。
⑴ 当期が中小法人等事業年度に該当しない事業年度である場合 ⑴ ×

(注) 中小法人等事業年度とは、法第57条第11項各号((欠損金の繰越し))に掲
げる法人の法第57条第11項各号に定める各事業年度及び次に掲げる法人の
各事業年度をいいます。

① 措置法第66条の11の5第2項((銀行等保有株式取得機構の欠損金の損金算
入の特例))の規定の適用を受ける銀行等保有株式取得機構

② 措置法第67条の14第1項第1号((特定目的会社に係る課税の特例))に掲げ
る要件を満たす特定目的会社

③ 措置法第67条の15第1項第1号((投資法人に係る課税の特例))に掲げる要
件を満たす投資法人

④ 措置法第68条の3の2第1項第1号((特定目的信託に係る受託法人の課税の
特例))に掲げる要件を満たす同項に規定する特定目的信託に係る受託法人

⑤ 措置法第68条の3の3第1項第1号((特定投資信託に係る受託法人の課税の
特例))に掲げる要件を満たす同項に規定する特定投資信託に係る受託法人

⑵ ⑴以外の事業年度である場合 ⑴ ×

中小法人等の判定については、「中小企業者の判定等フロー」(P3)を参照してく
ださい。

100

50又は100
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「控除未済欠損金額3」
青色欠損金額又は災害損失欠損金額のうち、当期首前9年以内に開始した事業年度において生じたもの又は当期首前10

年以内に開始した事業年度において生じたもので、過去に繰越控除又は繰戻しを受けなかった金額(前期分のこの別表の
「翌期繰越額」)を古い事業年度の分から順次記載します。
また、平成30年4月1日以後に開始する事業年度において生ずる青色欠損金額又は災害損失欠損金額の繰越期間は10年間

となりますが、同日前に開始した事業年度において生じた欠損金額の繰越期間は9年間となりますのでご注意ください。
《3月決算法人の例》

令和5年3月期(自令和4年4月1日至令和5年3月31日)に控除できる青色欠損金額は、平成26年3月期(自平成25年4月1日
至平成26年3月31日)以降に生じた青色欠損金額であり、翌期へ繰り越すことができるのは平成27年3月期(自平成26年4月
1日至平成27年3月31日)以降に生じた青色欠損金額です。

100

50

100
100

【チェックポイント】
「控除未済欠損金額3」欄の金

額について、前期の申告書の別
表七(一)の「翌期繰越額5」欄の
金額等と一致していますか。

記載要領
はこちら

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



別表七(一)
｢欠損金又は災害損失金の損金算入等に関する明細書」

「欠損金の繰戻し額」
・ 次の区分に応じ、それぞれ次により記載します。
⑴ 「災害損失金」の「欠損金の繰戻し額」

「災害損失金」のうち法第80条第5項((欠損金の繰戻しによる還付))において準用する同条第1項の規定の適用を受ける場合にその適用を受ける金額を記載します。
⑵ 「青色欠損金」の「欠損金の繰戻し額」

「青色欠損金」のうち法第80条の規定の適用を受ける場合にその適用を受ける金額を記載します。
・ 当期が青色申告書を提出できる事業年度である場合には、「災害損失金」の「欠損金の繰戻し額」には記載せず、「青色欠損金」の「欠損金の繰戻し額」に、青色欠損金の
繰戻し額と災害損失欠損金の繰戻し額の合計額を記載してください。

・ 措置法第66条の12第1項各号((中小企業者の欠損金等以外の欠損金の繰戻しによる還付の不適用))に掲げる法人以外の法人にあっては、当期が平成4年4月1日から令和6年3月
31日までの間に終了する事業年度である場合には、清算中に終了する事業年度、解散(適格合併による解散を除きます。)若しくは事業の全部の譲渡などの特別の事実があるとき
又は法第80条第5項に規定する災害損失欠損金額若しくは令和2年改正法第15条の規定による改正前の措置法第66条の13第1項｟中小企業者の欠損金等以外の欠損金の繰戻しによ
る還付の不適用｠に規定する設備廃棄等欠損金額若しくは銀行等保有株式取得機構の欠損金額があるときを除き、法第80条第1項の規定の適用を受けることができませんのでご
注意ください。

・ 普通法人(投資法人、特定目的会社及び受託法人を除きます。)のうち、資本金の額若しくは出資金の額が1億円以下であるもの又は資本若しくは出資を有しないもの(相互会
社を除きます。)(当期末において資本金の額又は出資金の額が5億円以上である法人等による完全支配関係がある法人など法第66条第5項第2号又は第3号｟各事業年度の所得に対
する法人税の税率｠に掲げる法人に該当するものを除きます。)など、措置法第66条の12第1項各号に掲げる法人の各事業年度において生じた欠損金額については、法第80条の規
定の適用を受けることができます。
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「当期分」の各欄共通
当期の別表四の「所得金額又は欠損金額52」の「総額①」に欠損金額

の記載がある場合に、その欠損金額を「当期分」の「欠損金額」に記載
するとともに、その内訳を「同上のうち」の各欄に記載します。
なお、「災害損失金」は、当期が青色申告書を提出することができな

い事業年度であり、かつ、その欠損金額のうちに災害による損失がある
場合に、この表の「繰越控除の対象となる損失の額16」の金額を移記し
ます。
この申告が仮決算による中間申告である場合には、「翌期繰越額5」

の記載は必要ありません。



別表七(一)
｢欠損金又は災害損失金の損金算入等に関する明細書」

「災害により生じた損失の額」の各欄共通
棚卸資産と固定資産(固定資産に準ずる繰延資産を含みます。)とに区分

して記載します。
なお、その明細を次の表により別紙に記載して添付してください。

資産の
種 類

災害前
の帳簿
価額

災害により生じた損失の額

保険金
又は損
害賠償
金等の
額

資産の滅
失等によ
り生じた
損失の額

被害資
産の原
状回復
のため
の費用
等に係
る損失
の 額

被害の拡
大又は発
生の防止
のための
費用に係
る損失の

額

計

円 円 円 円 円 円

災害により生じた損失の額に関する明細書

「災害の種類」
震災、風水害、火災等の災害の種類を記載します。災害の呼称が定めら

れているものは、その災害の呼称を記載します。

「災害のやんだ日又はやむを得ない事情のやんだ日」
災害が引き続き発生するおそれがなくなり、災害復旧に着手できる状態

になった日又は震災特例法第15条第1項各号((震災関連原状回復費用に係
る損失の繰越しの特例))に掲げる費用その他これらに類する費用の支出を
行うことが困難な事情がやんだ日を記載します。

【災害により生じた損失の額に関する明細書】〇 左記様式は、国税庁ホームページ
(https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shin
sei/annai/hojin/shinkoku/itiran2022/pdf/f08
.pdf)に掲載しています。
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この別表を記載する場合には、その記載に先立って別表八(一)付表一の「受取配当等の額の明細」の各欄を記載し、次にこの別表において負債利子等の額の計算をします。
① 令和2年旧令第22条第1項((当年度実績による負債利子等の額の計算))による場合には下段の「当年度実績による場合の総資産価額等の計算」の各欄及び上段左の「当年度実績により負債
利子等の額を計算する場合」の各欄を記載し、

② 令和2年旧令第22条第4項((基準年度実績による負債利子等の額の計算))による場合には上段右の「基準年度実績により負債利子等の額を計算する場合」の各欄を記載します。
(注) 1 「負債利子等の額の計算」及び「基準年度実績により負債利子等の額を計算する場合」の各欄は、令和4年4月1日以後に開始する事業年度(令和4年4月1日前に開始した事業年度(令

和2年改正法附則第14条第1項｟連結納税制度の改正に伴う経過措置の原則｠に規定する旧事業年度(以下別表八(一)付表一、別表十一(一)、別表十一(一の二)及び別表十四(二)の留
意点において「旧事業年度」といいます。)を除きます。)にあっては、記載を要しません。

2 上記②による場合には、下段の「当年度実績による場合の総資産価額等の計算」の各欄の記載を要しません。
3 令和2年旧令第22条第4項の規定は、平成27年4月1日に存する法人について適用がありますが、適用を受ける法人が同日以後に行われる適格合併に係る合併法人である場合には、そ
の法人及びその適格合併に係る被合併法人の全てが同日に存していたもの(その適格合併が法人を設立する合併である場合にあっては、その適格合併に係る被合併法人の全てが同日
に存していたもの)に限ります。

別表八(一)
｢受取配当等の益金不算入に関する明細書」

【チェックポイント】
3欄又は16欄の金額は、損益計算書

の支払利息(社債利息及び手形の割引
料等を含みます。)の額の合計額(別表
四において、支払利息等に係る申告調
整を行っている場合、その調整後の金
額)と一致していますか。

「当期に支払う負債利子等の額3」及び
「当期に支払う負債利子等の額16」
当期に支払う負債利子のほか、令和2

年旧令第21条((負債の利子に準ずるもの
))に掲げるものも含めて記載します。

「連結法人に支払う負債利子等の額4」
その内国法人との間に連結完全支配関

係がある連結法人に支払う負債の利子の
額を記載します。

【チェックポイント】
資産の取得価額に算入されている支払

利子の額を負債利子等に含めていますか。
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別表八(一)
｢受取配当等の益金不算入に関する明細書」

【チェックポイント】
基準年度実績により負債利子等の額を計算している場合、20欄～23欄に金額を記

載していますか。
20欄及び21欄の金額に適格合併に係る被合併法人分も含めていますか(その場合、

適格合併に係る全ての法人が平成27年4月1日に存在していますか。)。

【チェックポイント】
「受取配当等の益金不算入額13又は26」欄の金額が、別表

四「14」欄及び別表三(一)付表「11」欄と一致していますか。

「同上の各事業年度の関連法人株式等に係る負債利子
等の額の合計額21」
「20」に記載した金額のうち、その各事業年度の関

連法人株式等の配当等から控除すべきものとして計算
した負債利子等の額の合計額を記載します。
平成27年4月1日から平成29年3月31日までの間に開

始した各事業年度の負債利子等の額につき令和2年旧
法第23条((受取配当等の益金不算入))及び令和2年旧
令第22条第1項((当年度実績による負債利子等の額の
計算))の規定を適用して計算した負債利子等の額の合
計額を記載します。

「平成27年4月1日から平成29年3月31日までの間に開始
した各事業年度の負債利子等の額の合計額20」
平成27年4月1日から平成29年3月31日までの間に開始

した各事業年度のうちに株式等を所有していなかった
ため配当等の額から控除すべき負債利子等の額がない
事業年度がある場合には、その控除すべき負債利子等
の額のない事業年度の負債利子等の額は含めません。
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別表八(一)
｢受取配当等の益金不算入に関する明細書」

【チェックポイント】
総資産の帳簿価額は、令和2年旧令22①

一((当年度実績による負債利子等の額の
計算))に規定されている調整項目以外の
項目を加減算していませんか。

「期末関連法人株式等の帳簿価額30」
各期末における期末関連法人株式等について、税務計算上の帳簿価額を記載します。
なお、この場合の期末関連法人株式等とは、内国法人が他の内国法人(公益法人等及び人格の

ない社団等を除きます。)の発行済株式又は出資(当該他の内国法人が有する自己の株式又は出資
を除きます。)の総数又は総額の3分の1を超える数又は金額の当該他の内国法人の株式等を、そ
の事業年度終了の日の6月前の日の翌日(当該他の内国法人がその翌日後に設立された法人である
場合には、当該他の内国法人の設立の日)から当期末まで引き続き有している場合における当該
他の内国法人の株式等(期末完全子法人株式等を除きます。)をいいます。

(注) 期末完全子法人株式等とは、内国法人が他の内国法人(公益法人等及び人格のない社団
等を除きます。)との間に当期首(当該他の内国法人が当期の中途において設立された法人
である場合には、当該他の内国法人の設立の日)から当期末まで継続して完全支配関係があ
った場合(その内国法人が当期の中途において当該他の内国法人との間に完全支配関係を有
することとなった場合において、当期首からその完全支配関係を有することとなった日ま
で継続して当該他の内国法人と他の者との間に当該他の者による完全支配関係があり、か
つ、同日から当期末まで継続してその内国法人と当該他の者との間及び当該他の内国法人
と当該他の者との間に当該他の者による完全支配関係があったときを含みます。)の当該他
の内国法人の株式等をいいます。

「前期末現在額」には、期末関連法人株式等とこれ以外の株式等との区分が前期と当期とで異
なる場合であっても、前期のこの別表の「当期末現在額」の金額をそのまま記載します。

「総資産の帳簿価額27」
確定決算に基づく貸借対照表に計上し

ている総資産の帳簿価額の合計額(両建
勘定、返品債権特別勘定など資産の帳簿
価額に含まれないものは控除したところ
によります。)を記載します。
税効果会計を採用している場合に計上

される繰延税金資産勘定の金額は、総資
産の帳簿価額の合計額に含まれます。

【チェックポイント】
関連法人株式等の帳

簿価額は、税務計算上
の金額になっています
か。
また、外国法人の株

式の帳簿価額を関連法
人株式等の帳簿価額に
含めていませんか。

「連結法人に支払う負債利子等の元本の負債の額等28」
次の⑴から⑶までに掲げる金額(法人が連結法人である場合にあっ

ては⑴から⑷までに掲げる金額)の合計額を記載します。
⑴ 固定資産の帳簿価額を損金経理により減額することに代えて積
立金として積み立てている金額

⑵ 特別償却準備金として積み立てている金額
⑶ 土地の再評価に関する法律第3条第1項の規定により再評価が行
われた土地に係る同法第7条第2項に規定する再評価差額金が貸借
対照表に計上されている場合のその土地に係る再評価差額に相当
する金額

⑷ 法人との間に連結完全支配関係がある他の連結法人に支払う負
債の利子の元本である負債の額に相当する金額
税効果会計を採用している場合において、剰余金の処分により圧

縮積立金又は特別償却準備金を積み立てているときは、その積立金
等に係る税効果相当額も含めて記載します。

32



別表八(一)付表一
｢支払利子等の額及び受取配当等の額に関する明細書」

「令第19条第2項の規定による支払利子控除額の計算1」
その事業年度に係る支払利子等の額の合計額の10％に相当する金

額が、その事業年度において受ける関連法人株式等に係る配当等の
額の合計額の4％に相当する金額以下である場合には、関連法人株式
等から控除する金額を支払利子等の額の合計額の10％に相当する金
額とすることができます。
この計算の適用を受ける場合には、「適用」に〇を囲んで表示し

ます。

「当期に支払う利子等の額2」
当期に支払う負債利子のほか、令第19条第2項((関連法人株式等に

係る配当等の額から控除する利子の額))に規定する手形の割引料若
しくは満たない部分の金額、同条第3項各号に掲げる金額その他経済
的性質が利子に準ずるもの又は令和2年旧令第21条((負債の利子に準
ずるもの))に掲げるものも含めて記載します。

「完全子法人株式等」の各欄
完全子法人株式等に係る配当等について記載します。
この場合の、完全子法人株式等とは、その配当等の額の計算期間の初日からその計算期間の末日まで継続して内国法人とその配当等をする他の内国法人(公益法人等及び人格のない社団等

を除きます。)との間に完全支配関係がある場合(その内国法人がその計算期間の中途において当該他の内国法人との間に完全支配関係を有することとなった場合において、その計算期間の
初日からその完全支配関係を有することとなった日まで継続して当該他の内国法人と他の者との間に当該他の者による完全支配関係があり、かつ、同日からその計算期間の末日まで継続し
てその内国法人と当該他の者との間及び当該他の内国法人と当該他の者との間に当該他の者による完全支配関係があるときを含みます。)の当該他の内国法人の株式等(その受ける配当等の
額が法第24条第1項((配当等の額とみなす金額))の規定により配当等の額とみなされる金額であるときは、その金額に係る効力が生ずる日の前日においてその内国法人と当該他の内国法人と
の間に完全支配関係がある場合の当該他の内国法人の株式等)をいいます。
また、「計算期間」とは、その受ける配当等の額に係る配当等の前に最後に他の内国法人によりされた配当等の基準日等(令第22条第2項第2号((関連法人株式等の範囲))に規定する基準日

等をいいます。以下この別表の留意点において同じです。)の翌日(令第22条の2第2項各号((完全子法人株式等の範囲))に掲げる場合には、当該各号に定める日)からその受ける配当等の額に
係る基準日等までの期間をいいます。
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別表八(一)付表一
｢支払利子等の額及び受取配当等の額に関する明細書」

「関連法人株式等」の各欄
関連法人株式等に係る配当等について記載します。
この場合の関連法人株式等とは、内国法人が他の内国法人(公

益法人等及び人格のない社団等を除きます。)の発行済株式又は
出資(当該他の内国法人が有する自己の株式等を除きます。)の総
数又は総額の3分の1を超える数又は金額の株式等を、その内国法
人が当該他の内国法人から受ける配当等の額に係る配当等の前に
最後に当該他の内国法人によりされた配当等の基準日等の翌日(
令第22条第1項各号((関連法人株式等の範囲))に掲げる場合には
、当該各号に定める日)からその受ける配当等の額に係る基準日
等(その配当等の額が法第24条第1項((配当等の額とみなす金額
))(同項第2号に掲げる分割型分割、同項第3号に掲げる株式分配
又は同項第4号に規定する資本の払戻しに係る部分を除きます。)
の規定により配当等の額とみなされる金額である場合には、当該
配当等の額に係る配当等がその効力を生ずる日(その効力を生ず
る日の定めがない場合には、その配当等がされる日)の前日)まで
引き続き有している場合における当該他の内国法人の株式等(完
全子法人株式等を除きます。)をいいます。
令和4年4月1日前に開始した事業年度(旧事業年度を含みます。

)にあっては、「支払利子等の額の明細」の各欄及び「17」から
「20」までの各欄は、記載を要しません。

「その他株式等」の各欄
「完全子法人株式等」、「関連法人株式等」及び「非支配目的

株式等」のいずれにも該当しない株式等に係る配当等について記
載します。
この欄に「非支配目的株式等」に該当するものを記載する誤り

が見受けられますので、この欄を記載する前に「完全子法人株式
等」、「関連法人株式等」及び「非支配目的株式等」を記載し、
これらのいずれにも該当しないもののみ、この欄に記載してくだ
さい。

【チェックポイント】
「その他株式等」欄(配当等に係る株式等の

保有割合が5％を超え、3分の1以下のもの)に、
非支配目的株式等(配当等に係る株式等の保有
割合が5％以下のもの)を記載していませんか。
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別表八(一)付表一
｢支払利子等の額及び受取配当等の額に関する明細書」

「非支配目的株式等」の各欄
非支配目的株式等に係る配当等について記載します。
この場合の非支配目的株式等とは、内国法人が他の内

国法人(公益法人等及び人格のない社団等を除きます。)
の発行済株式又は出資(当該他の内国法人が有する自己の
株式等を除きます。)の総数又は総額の5％以下に相当す
る数又は金額の当該他の内国法人の株式等を、その内国
法人が当該他の内国法人から受ける配当等の額に係る基
準日等(その配当等の額が法第24条第1項((配当等の額と
みなす金額))(同項第2号に掲げる分割型分割、同項第3号
に掲げる株式分配又は同項第4号に規定する資本の払戻し
に係る部分を除きます。)の規定により配当等の額とみな
される金額である場合には、その配当等の額に係る効力
が生ずる日の前日)において有する場合における当該他の
内国法人の株式等(完全子法人株式等を除きます。)をい
います。

「受取配当等の額9」、「受取配当等の額14」、「受取配当等の額24」及び「受取配当等の額31」
当期に受ける法第23条第1項((受取配当等の益金不算入))(措置法第67条の6第1項((特定株式投資信託の収益の分配に係る受取配当等の益金不算入の特例))の規定によ

り読み替えて適用する場合を含みます。)に規定する配当等の額又は法第24条((配当等の額とみなす金額))の規定により配当等の額とみなされる金額を記載します。
⑴ 外国法人若しくは公益法人等又は人格のない社団等から受ける配当等の額及び適格現物分配に係る配当等の額は受取配当等の額から除きます。
⑵ 法第24条の規定によるみなし配当の額がある場合には、別欄として記載し、その発生理由を付記してください。

【チェックポイント】
・ 外国株価指数連動型特定株式投資信託以外の特定株式投資信託(ETF)の収益の分配の額は、非支配目的株式等として益金不算入の対象となります。

・ 受取配当等の額に含めないもの
○ 生命保険の契約者配当金、相互会社である損害保険会社の基金利息
○ 特定目的会社、不動産投資信託(REIT)又は不動産投資法人等からの利益の配当又は分配
○ 証券投資信託の特別分配金
○ 公社債投資信託の分配金、転換社債の利子、割引債券の償還差益、協同組合等の事業分量分配金及び貸付信託の分配金並びに外国子会社等からの配当及び外国

法人の発行する投資信託の収益の分配金等
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別表十一(一)
｢個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書」

「個別評価の事由3」
「令第96条第1項第 号 該当」の空欄には、個別評

価の事由が令第96条第1項各号((貸倒引当金勘定への繰
入限度額))のいずれに該当するかを記載します。

法第52条第1項第3号((貸倒引当金))に掲げる法人(同条第5項の規定を適用する場合にあっては、適格分割等の直前の時を事業年度終了の時とした場合に同
号に掲げる法人に該当するもの)が有する金銭債権のうち令第96条第9項各号((貸倒引当金勘定への繰入限度額))に掲げる法人の区分に応じ当該各号に定める
金銭債権以外のもの及び法人との間に完全支配関係がある他の法人(令和4年4月1日前に開始した事業年度(旧事業年度を含みます。)にあっては、法人との間
に連結完全支配関係がある連結法人)に対する金銭債権は、貸倒引当金の繰入対象となりませんので、ご注意ください。
法第10条の3第1項((課税所得の範囲の変更等))に規定する普通法人又は協同組合等が公益法人等に該当することとなる場合の当該普通法人又は協同組合等

のその該当することとなる日の前日の属する事業年度については、法第52条第1項の規定は適用しませんのでご注意ください。

「住所又は所在地1」及び「氏名又は名称2」
債務者の住所又は所在地及び氏名又は名称を記載し

ます。
この場合において、その債務者が令第96条第1項第4

号((貸倒引当金勘定への繰入限度額))に規定する外国
の政府、中央銀行又は地方公共団体である場合には、
「2」の括弧の中にその別を記載します。
なお、法人の有する金銭債権(債券に表示されるべき

ものを除きます。以下この別表及び別表十一(一の二)
の留意点において同じです。)が法第52条第1項((貸倒
引当金))に規定する「その一部につき貸倒れその他こ
れに類する事由による損失が見込まれるもの」である
かどうかは、当該金銭債権に係る債務者ごとに判定し
ます。

【チェックポイント】
貸倒引当金の損金算入制度は、中小企業者等、

銀行又は保険会社を含む一定の金融業を営む法人
等のみが適用を受けることができます。
なお、中小企業者等の判定については、「中小

企業者の判定等フロー」(P4)を参照してください。

「当期繰入額5」
当期において損金経理により個別評価金銭債権に係る貸倒引当金勘定へ繰り入れた金額を記載します。

この金額には、貸倒引当金として繰り入れたもののほか、会社計算規則第5条第4項に規定する取立不能見
込額として金銭債権の額から控除する方法で表示した金額又は金銭債権の額を直接減額して財務諸表の注
記等による方法で表示した金額のうち、総勘定元帳等において個別評価金銭債権に係る貸倒引当金勘定に
繰り入れたものであることが明らかにされている金額を含みます。
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記載要領
はこちら

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



別表十一(一)
｢個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書」

「(6)のうち取立て等の見込額」の各欄
担保権の実行、金融機関又は保証機関による保証債務の履行

その他により取立て又は弁済の見込みがあると認められる部分
の金額を記載します。
担保権の実行、保証債務の履行その他により取立て又は弁済

の見込みがあると認められる部分の金額がある場合には、その
金額を明らかにする書類の保存が必要です。

「繰入限度額」の各欄
個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入れを行う場合には

、令第96条第1項各号((貸倒引当金勘定への繰入限度額))に規
定する事由が生じていることを証する書類その他の関係書類の
保存が必要です。

「貸倒れによる損失の額等の合計額に加える金額19」
「計」の金額は、当期又は翌期以後の別表十一(一の二)の「

12」に記載する金額の基礎となります。

「(6)のうち実質的に債権とみられない部分の金額12」
債務者から受け入れた金額があるため実質的に債権とみられ

ない部分の金額を記載します。

「個別評価金銭債権の額6」
繰入限度額の基礎となる金額として法第52条第1項((貸倒引

当金))に規定する個別評価金銭債権の額を記載します。

・ ・ ・

「(20)の個別評価金銭債権が売掛債権等である場合の当該個別評価
金銭債権に係る損金算入額(前期の(19))21」
「20」の金銭債権が令第96条第6項第2号イ((貸倒引当金勘定への

繰入限度額))に規定する売掛債権等である場合に、前期のこの別表
の「貸倒れによる損失の額等の合計額に加える金額19」の金額を記
載します。

「(22)又は(23)に金額の記載がある場合の(21)の金額24」
「22」又は「23」に金額の記載がある場合の「21」の金額を記載

し、「計」には債務者ごとの「24」の金額の合計額を記載します。
「計」の金額は、翌期以後の別表十一(一の二)の「14」に記載す

る金額の基礎となります。
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「(6)のうち5年以内に弁済される金額7」
「6」の個別評価金銭債権が令第96条第1項第1号((貸倒引当金勘定

への繰入限度額))に該当する場合に、その該当することとなった事
業年度終了の日の翌日から5年を経過する日までに弁済されることと
なっている金額を記載します。



別表十一(一の二)
｢一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書」

法第52条第1項第3号((貸倒引当金))に掲げる法人(同条第6項の規定を適用する場合にあっては、適格分割等の直前の時を事業年度終了の時とした場合に同号
に掲げる法人に該当するもの)が有する金銭債権のうち令第96条第9項各号((貸倒引当金勘定への繰入限度額))に掲げる法人の区分に応じ当該各号に定める金銭
債権以外のもの及び法人との間に完全支配関係がある他の法人(令和4年4月1日前に開始した事業年度(旧事業年度を含みます。)にあっては、法人との間に連結
完全支配関係がある連結法人)に対する金銭債権は、貸倒引当金の繰入対象となりませんので、ご注意ください。
法第10条の3第1項((課税所得の範囲の変更等))に規定する普通法人又は協同組合等が公益法人等に該当することとなる場合の当該普通法人又は協同組合等の

その該当することとなる日の前日の属する事業年度については、法第52条第2項の規定は適用しませんのでご注意ください。

「繰入限度額((2)×(3))又は((4)×(5))6」
次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次により記載します。

⑴ 中小企業者等以外の法人の場合
((2)×(3))又は((4)×(5))

⑵ 中小企業者等の場合
貸倒引当金の繰入限度額の計算においてよることとなる次の繰入率の場合の区分

に応じ、それぞれ次によります。
イ 「貸倒実績率3」による場合
((2)×(3))又は((4)×(5))

ロ 「法定の繰入率5」による場合
((2)×(3))又は((4)×(5))

「当期繰入額1」
当期において損金経理により一括評価金銭債権に係る貸倒引当金勘定へ繰り入れ

た金額を記載します。

「1」～「17」欄

「18」～「30」欄

【作成の手順】
まず中段の「一括評価金銭債権の

明細」及び下段の「基準年度の実績
により実質的に債権とみられないも
のの額を計算する場合の明細」の各
欄を記載し、次に上段の各欄(「1」
から「17」まで)を記載します。

「法定の繰入率5」
分子の空欄には、中小企業者等が貸倒引当金の繰入限度額を計算する場合の繰入

率を、その営む主たる事業の区分に応じ、それぞれ次により記載します。
なお、中小企業者等のうち中小法人にあっては、適用除外事業者に該当するもの

を除きます。
中小企業者等の判定については、「中小企業者の判定等フロー」(P4)を参照して

ください。

事業 卸売及び小売業 製造業 金融及び保険業 割賦販売小売業等 その他の事業

分子の数 10 8 3 7 6
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記載要領
はこちら

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



「損金の額に算入された令第96条第6項第2号ロの金額の合計額12」
当期首前3年以内に開始した各事業年度分の別表十一(一)の「貸倒れによる損失の額等の合計額に加える金額19」の「計」の

金額の合計額により計算した金額を記載します。
なお、当期が設立事業年度である場合には、当期の別表十一(一)の「19」の「計」の金額を記載します。

別表十一(一の二)
｢一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書」

「前3年内事業年度(設立事業年度である場合には当該事業年度又は連結事業年度)末における一括評価金銭債権の帳簿価額の合計
額9」
当期首前3年以内に開始した各事業年度又は各連結事業年度(以下この別表の留意点において「前3年内事業年度」といいます。)

分の別表十一(一の二)の「期末一括評価金銭債権の額24」の「計」の額の合計額を記載します。
なお、当期が設立事業年度である場合には、当期のこの別表の「期末一括評価金銭債権の額24」の「計」の金額を記載します。
(注) 金融に関する取引に係る金銭債権を有する法第52条第1項第3号((貸倒引当金))に掲げる法人については、当期の一括評価

金銭債権の繰入限度額の計算上適用した金銭債権の範囲と同一の範囲に係る金額を記載します(以下「11」から「14」までの
各欄も、同様に記載します。)。

「令第96条第6項第2号イの貸倒れによる損失の額の合計額11」
前3年内事業年度分の令第96条第6項第2号イ((貸倒引当金勘定への繰入限度額))に掲げる売掛金、貸付金その他これらに準ず

る金銭債権の貸倒れによる損失の額の合計額により計算した金額を記載します。
なお、当期が設立事業年度である場合には、当期の売掛金、貸付金その他これらに準ずる金銭債権の貸倒れによる損失の額を

記載します。

「益金の額に算入された令第96条第6項第2号ハ又は令和2年旧令第96条第6項第2号ニの金額の合計額14」
前3年内事業年度分の益金算入額のうち、前3年内事業年度分の別表十一(一)の「(22)又は(23)に金額の記載がある場合の(21)の

金額24」の「計」の合計額により計算した金額を記載します。

「損金の額に算入された令和2年旧令第96条第6項第2号ハの金額の合計額13」
当期首前3年以内に開始した各連結事業年度分の別表十一(一)の「貸倒れによる損失の額等の合計額に加える金額19」の「計」

の金額の合計額により計算した金額を記載します。
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別表十一(一の二)
｢一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書」

「実質的に債権とみられないもの
の額25」
⑴ 措置法第57条の9第1項及び措
置法令第33条の7第3項｟中小企
業者等の貸倒引当金の特例｠の
規定による簡便計算法(以下⑵に
おいて「簡便な計算方法」とい
います。)を選択しなかった場合
には、例えば同一の相手先に対
する売掛金と買掛金とがある場
合におけるその売掛金の金額の
うち買掛金の金額に相当する金
額のように、実質的に債権とみ
られない金額を記載します。

⑵ 簡便な計算方法を選択した場
合には、下段の「基準年度の実
績により実質的に債権とみられ
ないものの額を計算する場合の
明細」の「実質的に債権とみら
れないものの額30」の金額を
「計」に移記し、その他の各空
欄の記載は必要ありません。

「同上の各事業年度末の実質的に債権とみられないものの額の合計額28」
平成27年4月1日から平成29年3月31日までの間に開始した各期末における実

質的に債権とみられないものの額について、この表の「一括評価金銭債権の明
細」の「実質的に債権とみられないものの額25」の金額の計算に準じて算出し
た税務計算上の金額の合計額を記載します。

「勘定科目」
売掛金、貸付金等貸倒引当金の対象となる売掛債権等

を、その勘定科目ごとに記載します。

「期末残高18」
売掛金、貸付金等について、法人の決算計上額(取立

不能見込額として計上されている金額を含みます。)を
記載します。
取立不能見込額が売掛債権等の種類ごとに区分されて

いない場合には、その取立不能見込額を「勘定科目」に
「取立不能見込額」と記載し、その金額を「期末残高18
」に一括して記載します。
なお、消費税につき税抜経理方式を採用している法人

であっても、消費税込みの決算計上額を記載します。

「売掛債権等とみなされる額及び貸倒否認額19」
法人の決算上売掛債権等として表示されていないが税

務計算上売掛債権等とされるものがある場合又は貸倒損
失としたもののうち税務計算上貸倒れとして認められな
いものがある場合に、その期末現在高を記載します。

「平成27年4月1日から平成29年3月31日までの間に開始
した各事業年度末の一括評価金銭債権の額の合計額27」
中小企業者等が措置法第57条の9第1項((中小企業者等

の貸倒引当金の特例))の規定の適用を受ける場合に、平
成27年4月1日から平成29年3月31日までの間に開始した
各期末における同項に規定する一括評価金銭債権の額の
合計額を記載します。

「個別評価の対象となった売掛債権等の額及び非適格合併
等により合併法人等に移転する売掛債権等の額21」
別表十一(一)の「19」に金額の記載がある場合の同表の

「個別評価金銭債権の額6」の合計額を記載します。

「基準年度の実績により実質的に債権とみられないものの
額を計算する場合の明細」の各欄
法人が簡便計算法を選択した場合に記載します。
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別表十四(二)
｢寄附金の損金算入に関する明細書」

この別表は、指定寄附金等、公益の増進に著しく寄与する法人(以下この別表の留意点において「特定公益増進法人」といいます。)若しくは認定特定非営利活動法人等に対する寄附金又は
特定公益信託の信託財産とするために支出した金銭がある場合には、まず下段の「指定寄附金等に関する明細」、「特定公益増進法人若しくは認定特定非営利活動法人等に対する寄附金又は
認定特定公益信託に対する支出金の明細」又は「その他の寄附金のうち特定公益信託(認定特定公益信託を除く。)に対する支出金の明細」の各欄を記載し、次に、公益法人等(法別表第二に掲
げる一般社団法人、一般財団法人及び労働者協同組合並びに規則第22条の4各号((一般寄附金の損金算入限度額の計算上公益法人等から除かれる法人))に掲げる法人を除きます。以下この別表
の留意点において同じです。)であるかどうかの区分に応じ、上段のそれぞれの欄を用いて損金不算入額の計算を行います。

「支出した寄附金の額」
「支出した寄附金の額」には、仮払寄附金の額は

含まれますが、未払寄附金の額は含まれません。 「期末の資本金等の額又は資本金の額及び資
本準備金の額の合計額若しくは出資金の額(
別表五(一)｢36の④｣)又は(別表五(一)｢32の
④｣＋｢33の④｣)10」
次の事業年度の区分に応じ、それぞれ次に

より記載します。
⑴ 令和4年4月1日以後に開始する事業年度(

旧事業年度を除きます。)
(別表五(一)｢36の④｣)又は(別表五(一)｢

32の④｣＋｢33の④｣)
⑵ 令和4年4月1日前に開始した事業年度(旧

事業年度を含みます。)
(別表五(一)｢36の④｣)又は(別表五(一)

｢32の④｣＋｢33の④｣)

「同上の月数換算額⑽× 11」

分子の空欄には、当期の月数(暦に従って
計算し、1月未満の端数は切り捨てます。)を
記載します。

12

「完全支配関係がある法人に対する寄附金額5」
法人との間に完全支配関係のある他の内国法人に

対して支出した寄附金の額を記載します。

「同上の 相当額9」

令第73条第1項第2号((一般寄附金の損金算入限度
額))に掲げる法人(分子の金額が1.25となる法人)と
は、次の①から③までのいずれかの法人をいいます
(以下この別表の留意点においてこれらの法人を「
資本等を有しない法人」といい、これら以外の法人
を「資本等を有する法人」といいます。)。
① 普通法人、協同組合等及び人格のない社団等の
うち資本又は出資を有しないもの

② 一般社団法人及び一般財団法人(それぞれ非営
利型法人に該当するものに限ります。)

③ 規則第22条の4各号((一般寄附金の損金算入限
度額の計算))に掲げる法人

2.5又は1.25

100

「10～12の各欄」
資本等を有しない法人については、記載する必要

はありません。 41

記載要領
はこちら



「長期給付事業への繰入利子額
25」
令第74条各号((長期給付の事

業を行う共済組合等の寄附金の
損金算入限度額))に掲げる法人
が、その長期給付の事業から融
通を受けた資金の利子として収
益事業から長期給付の事業に繰
り入れた金額を記載します。
令第74条各号に掲げる法人と

は次の法人をいいます。
⑴ 国家公務員共済組合及び同
連合会

⑵ 地方公務員共済組合及び全
国市町村職員共済組合連合会

⑶ 日本私立学校振興・共済事
業団

別表十四(二)
｢寄附金の損金算入に関する明細書」

「同上のうち損金の額に算入されない金額⒇-(⑼又は⒀)-⒄-⒅ 21」
次に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ次の算式により計算した金額を記載します。

⑴ 資本等を有する法人
「20」－「13」－「17」－「18」の金額

⑵ 資本等を有しない法人
「20」－「9」－「17」－「18」の金額

「特定公益増進法人等に対する寄附金の損
金算入額(⑵と(⒁又は⒃)のうち少ない金
額)17」
次に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ

次により記載します。
⑴ 資本等を有する法人

「2」と「16」のうち少ない金額
⑵ 資本等を有しない法人

「2」と「14」のうち少ない金額

「国外関連者に対する寄附金額及び本店等
に対する内部寄附金額19」
措置法第66条の4第3項((国外関連者との

取引に係る課税の特例))の規定により損金
の額に算入されない国外関連者に対する寄
附金の額及び措置法第66条の4の3第3項の
規定により損金の額に算入されない外国法
人の本店等に対する内部寄附金の額を記載
します。

・
・
・

「国外関連者に対する寄附金額
及び完全支配関係がある法人に
対する寄附金額36」
次に掲げる寄附金の額の合計

額を記載します。
⑴ 措置法第66条の4第3項((国
外関連者との取引に係る課税の
特例))の規定により損金の額に
算入されない国外関連者に対す
る寄附金の額

⑵ 法人との間に完全支配関係
のある他の内国法人に対して支
出した寄附金の額
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別表十四(二)
｢寄附金の損金算入に関する明細書」

「その他の寄附金のうち特定公益信託(認定特定公益信
託を除く。)に対する支出金の明細」の各欄
法第37条第6項((寄附金の損金不算入))の規定により、

寄附金の額とみなされる特定公益信託(認定特定公益信
託は除きます。)の信託財産とするために支出した金銭
について同条第1項の規定の適用を受ける場合に記載し
ます。

「指定寄附金等に関する明細」の各欄
法第37条第3項第1号又は第2号((寄附金の損金不算入))に規定する国若しくは地方公共団体(港湾法

の規定による港務局を含みます。)に対する寄附金又は財務大臣の指定を受けた寄附金に該当するもの
がある場合に、これらの寄附金について同項本文の適用を受けるときに記載します。
なお、国又は地方公共団体に対する寄附金については、「告示番号」は記載する必要はありません。

「特定公益増進法人若しくは認定特定非営利活動法人
等に対する寄附金又は認定特定公益信託に対する支出
金の明細」の各欄
公益法人等以外の法人が法第37条第4項((寄附金の損

金不算入))に規定する寄附金について同項の損金算入
限度額の特例に関する規定の適用を受ける場合(措置法
第66条の11の3第1項若しくは第2項((認定特定非営利活
動法人に対する寄附金の損金算入等の特例))の規定又
は法第37条第6項の規定により読み替えて適用される場
合を含みます。)に記載します。
なお、令第77条各号((公益の増進に著しく寄与する

法人の範囲))に掲げる特定公益増進法人に対する寄附
金等がある場合には、規則第24条((公益の増進に著し
く寄与する法人の証明書類等))の規定による証明書を
保存してください。

添付書類
公益信託の信託財産とするために支出した金銭について、法第37条第1項((寄附金の損金不算入))の規定の適用を受け

る場合は、この別表にその公益信託が同条第6項に規定する特定公益信託に該当することを証明するための書類として令
第77条の4第2項((特定公益信託の要件等))に規定する主務大臣等の発行する証明書類の写しを添付する必要があります。
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別表十五
｢交際費等の損金算入に関する明細書」

措置法第61条の4第1項((交際費等の損金不算入))に規定する接待飲食費とは、交際費等のうち飲食その他これに類する行為のために要する費用(専らそ
の法人の役員若しくは従業員又はこれらの親族に対する接待等のために支出するものを除きます。以下この別表の留意点において「飲食費」といいます。
)であって、法人税法上で整理・保存が義務付けられている帳簿書類に次に掲げる事項(③に掲げる事項を除きます。)を記載することにより飲食費である
ことが明らかにされているものをいい、また、1人当たり5,000円以下の飲食費が交際費等に該当しないこととされるためには、次に掲げる事項を記載した
書類を保存する必要がありますので、ご注意ください。
① その飲食費に係る飲食等(飲食その他これに類する行為をいいます。以下この別表の留意点において同じです。)のあった年月日
② その飲食費に係る飲食等に参加した得意先、仕入先その他事業に関係のある者等の氏名又は名称及びその関係
③ その飲食費に係る飲食等に参加した者の数
④ その飲食費の額並びにその飲食店、料理店等の名称及びその所在地(店舗を有しないことその他の理由によりその名称又は所在地が明らかでないとき

は、領収書等に記載された支払先の氏名若しくは名称、住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務所の所在地)
⑤ その他飲食費であることを明らかにするために必要な事項
また、税抜経理方式を選択適用している法人は、交際費等に係る消費税等の額のうち控除対象外消費税額等に相当する金額を交際費等の額に含めて損金

不算入額を計算する必要がありますので、ご注意ください。

【チェックポイント】
期末の資本金の額若しくは出資金の額が1億円超の法人又は一若しく

は完全支配関係のある複数の大法人(資本金の額又は出資金の額が5億円
以上の法人等)に発行済株式の全部を保有されている法人等であるにも
かかわらず、「3」の計算をしていませんか。

「中小法人等の定額控除限度額((1)と((800万円× )又は(別表十五付表｢5｣))のうち少ない金
額)3」

・ 次に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ次の金額を記載します。
⑴ 投資法人、特定目的会社及び受託法人…0円
⑵ ⑴以外の法人のうち期末の資本金の額又は出資金の額が1億円以下であるもの(非中小

法人等を除きます。)
…「支出交際費等の額1」の金額又は800万円× 相当額のうち少ない金額

⑶ ⑴及び⑵以外の法人…0円
・ 中小法人等の判定については、「中小企業者の判定等フロー」(P5)を参照してください。

12

【チェックポイント】
別表四「交際費等の損

金不算入額 8」欄の金額
と一致していますか。
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当期の月数

記載要領
はこちら

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



別表十五
｢交際費等の損金算入に関する明細書」

「支出交際費等の額の明細」の各欄
当期に支出した交際費等の額について、その支出科目の異なるごとに別欄に記載します。
なお、当期に支出した交際費等の額には、損金経理による交際費等の金額のほか、固定資産や棚卸

資産の取得価額又は繰延資産等の額に含まれた交際費等に該当する金額も含めて記載します。

45

・
・
・

・
・
・

【チェックポイント】
交際費等の額に係る控除対

象外消費税額等を支出交際費
等の額に含めていますか。

【チェックポイント】
接待飲食費の額に係る控除対

象外消費税額等を「9」に含めて
いますか。

法人等の区分 期末資本金の額又は出資金の額とされる金額

1
資本又は出資を有しない

法人(3の法人を除きます。)

期末貸借対照表に計上された金額に基づき次の算式により計算した金額
(総資産の帳簿価額－総負債の帳簿価額±Ａ)×60％
Ａ＝貸借対照表に当期純利益が計上されている場合にはその金額を控除し、当期の欠

損金額が計上されている場合は、その金額を加算します。

2
公益法人等又は人格のな

い社団等(3の法人を除きま
す。)

期末の資本金の額又は出資金の額×

3
公益法人等又は人格のな

い社団等で資本又は出資を
有しないもの

1の金額×
分母のうち収益事業に係る資産の価額(注)

期末総資産価額(注)

分母のうち収益事業に係る資産の価額(注)

期末総資産価額(注)

「中小法人等の定額控除限度額((1)と((800万円× )又は(別
表十五付表｢5｣))のうち少ない金額)3」
中小法人等の判定において、資本又は出資を有しない法人等に

ついては、措置法令第37条の4第1項各号((資本金の額又は出資金
の額に準ずるものの範囲等))の規定により右のとおり期末資本金
の額又は出資金の額とされる金額を計算します。

12

(注) 「期末総資産価額」及び「分母のうち収益事業に係る資産の価額」は、期末における時価となります。

【チェックポイント】
当事業年度終了の日に

おける資本金の額又は出
資金の額が100億円超の
法人であるにもかかわら
ず、「9」の計算をして
いませんか。

「(8)のうち接待飲食費の額9」の各欄
交際費等に含まれる控除対象外消費税額等のうち接待飲食費に係る金額

がある場合には、その金額を記載してください。
なお、その控除対象外消費税額等のうち飲食費に係る金額について接待

飲食費として50％損金算入の適用を受けるためには、法人の帳簿書類に前
ページの点線枠内に掲げる事項を記載する必要があります。これらの事項
のうち⑤を記載した書類には、例えば、法人が合理的な方法によりその控
除対象外消費税額等に相当する金額から接待飲食費の額を算出した場合の
その計算書類がこれに該当します。



別表十六(一)
｢旧定額法又は定額法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書」

取得等をした減価償却資産で取得価額が30万円未満であるものについて、措置法第67条の5((中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例))の規定の適用を受ける場合には
、別表十六(七)を御使用ください。

各欄の記載要領
⑴ この別表は、耐用年数、種類等及び償却方法の異なるごとにまとめて別行にして、その合計額を記載できますが、①当期の中途で事業の用に供した資産又は資本的支出、②措置法又は震災
特例法による特別償却の規定の適用を受ける資産については、他の資産と区別して別行にして、記載してください。
なお、①の資産(②の資産に該当するものを除きます。)の｢34｣の金額については、耐用年数、種類等及び償却方法を同じくする他の資産の金額と通算して｢36｣及び｢37｣の金額を記載できま

す。
⑵ 減価償却資産について、圧縮記帳の適用を受ける場合には、その圧縮額等は減価償却資産の取得価額から控除されることになりますので、別表十三(一)～別表十三(十)の圧縮記帳に関する
明細書を別表十六(一)等の償却額の計算に関する明細書より先に記載する必要があります。

・ ・ ・

「種類1」、「構造2」及び「細目3」
機械及び装置については、耐用年

数省令別表第二の番号を「構造2」に
記載してください。

「取得年月日4」
その資産の取得年月日を記載します。
令第55条第4項又は第5項((資本的支出の取得価額の特

例))の規定の適用を受けた減価償却資産については、そ
の適用を受けた最初の事業年度開始の日を記載します。

「⑺のうち積立金方式による圧縮記帳の場合の償却額計算の対象となる取得価額に算
入しない金額8」
圧縮記帳により損金の額に算入する金額を帳簿価額の減額に代えて積立金(確定した

決算において積み立てたもの(決算確定の日までに剰余金の処分により積み立てたもの
を含みます。)をいい、税効果会計を採用している場合には、その積立金に係る税効果
相当額を含みます。以下この別表の留意点において同じです。)に計上した場合に、取
得価額又は製作価額のうちその積立金に計上した金額で、損金の額に算入された金額
を記載します。

「取得価額又は製作価額7」
⑴ 次に掲げる減価償却資産については、それぞれ次により記載します。
イ 令第55条第4項((資本的支出の取得価額の特例))の規定の適用を受けた減価償却資産……そ
の適用を受けた最初の事業年度開始の時における同項に規定する旧減価償却資産の帳簿価額と
同項に規定する追加償却資産(以下この別表の留意点において「追加償却資産」といいます。)
の帳簿価額との合計額を記載します。

ロ 令第55条第5項の規定の適用を受けた減価償却資産……その適用を受けた最初の事業年度開
始の時における追加償却資産の帳簿価額の合計額を記載します。

⑵ 減価償却資産につき評価換え等が行われたことによりその帳簿価額が増額された場合には、次
に掲げる減価償却資産の区分に応じ、それぞれ次の事業年度において、この欄の上段に外書とし
て、その増額された金額を記載します。
イ 当期前の各事業年度又は各連結事業年度(以下この別表及び別表十六(六)の留意点において
「各事業年度等」といいます。)において、期末評価換え等が行われた減価償却資産……その期
末評価換え等が行われた事業年度又は連結事業年度(以下この別表、別表十六(二)及び別表十六
(六)において「事業年度等」といいます。)後の各事業年度

ロ 当期以前の各事業年度等において、期中評価換え等が行われた減価償却資産……その期中評
価換え等が行われた事業年度等以後の各事業年度 46

記載要領
はこちら



・
・
・

別表十六(一)
｢旧定額法又は定額法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書」

・ ・ ・

「差引帳簿記載金額13」
⑴ 当期前の各事業年度等において、減価償却資産につき連結時価評価が行われた
ことによりその帳簿価額が減額された場合には、この欄の上段に外書として、そ
の減額された金額から連結時価評価が行われた事業年度等のこの別表の「差引合
計翌期への繰越額41」の本書に記載された金額を控除した残額を△印を付して記
載します。

⑵ 当期において、減価償却資産につき民事再生等評価換え又は非適格株式交換等
時価評価が行われたことによりその帳簿価額が減額された場合には、この欄の上
段に外書として、その減額された金額から民事再生等評価換え又は非適格株式交
換等時価評価が行われた事業年度の直前の事業年度等のこの別表の「差引合計翌
期への繰越額41」の本書に記載された金額を控除した残額を△印を付して記載し
ます。

「前期から繰り越した償却超過額15」
⑴ 法第31条第5項((減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法))に規定する減価償却資産について同項に規定する満たない部分の金額(以下この別表の留意点において「帳簿記載等
差額」といいます。)がある場合には、次の区分に応じ、それぞれ次の事業年度において、その帳簿記載等差額を、この欄の上段に外書として記載します。
イ 適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配(以下この別表、別表十六(二)及び別表十六(六)の留意点において「適格組織再編成」といいます。)により移転を受けた減価償
却資産(公益法人等又は人格のない社団等の収益事業以外の事業に属していたものを除きます。)……その適格組織再編成の日の属する事業年度

ロ 合併、分割、現物出資又は現物分配(適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配を除きます。以下この別表及び別表十六(六)の留意点において「合併等」といいます。)に
より移転を受けた減価償却資産……その合併等の日の属する事業年度

ハ 民事再生等評価換えが行われたことによりその帳簿価額が増額された減価償却資産……その民事再生等評価換えが行われた事業年度
ニ 非適格株式交換等時価評価が行われたことによりその帳簿価額が増額された減価償却資産……その非適格株式交換等時価評価が行われた事業年度
ホ 通算時価評価が行われたことによりその帳簿価額が増額された減価償却資産……その通算時価評価が行われた事業年度の翌事業年度
ヘ 連結納税の開始又は連結納税への加入に当たり時価評価が行われたことによりその帳簿価額が増額された減価償却資産……その時価評価が行われた事業年度の翌事業年度

⑵ 前期の「差引合計翌期への繰越額41」に外書の金額がある場合には、前期の「41」の本書の金額と外書の金額との合計額を記載します。

「期末現在の積立金の額11」及び「積立金の期中取崩額12」
圧縮記帳に係る積立金、平成18年4月30日以前に終了した事業年度において平成18年改正前の令第80条((国庫補助金等で取得した固定資産等についての圧縮記帳に代わる経理方法))等の

規定による圧縮記帳に係る引当金及び昭和42年5月31日以前に開始した事業年度において昭和42年改正前の法第31条((減価償却資産の償却費の計算及びその償却方法))の規定により償却に
係る引当金を設けている場合に、その積立金又は引当金について記載します。

「合計16」
「13」又は「15」の外書の金額がある場合には、それらの金額を含めて計算します。
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・ ・ ・ 「算出償却額21」及び「算出償却額27」
当期の中途で事業の用に供したものについては、次の算式により計

算した金額を記載します。

「21」＝((19)×(20))×

「27」＝((25)×(26))×

事業供用月数

当期の月数

「定額法の償却率26」
耐用年数省令別表第八に掲げる償却率(耐用年数省令第5条第2項((事

業年度が1年未満の場合の定額法の償却率))の規定の適用を受ける場合
には、同条第1項に規定する定額法の償却率に当期の月数を乗じて12で
除した償却率)を記載します。
月数は暦に従って計算し、1月未満の端数は切り上げます。
耐用年数省令第5条第2項の規定により計算した定額法の償却率は、

小数点以下3位未満の端数は切り上げます。

「差引取得価額×5％18」
1円未満の端数が生じた場合には、その端数を切り捨てます。

「残存価額17」
平成19年3月31日以前に取得をされた減価償却資産について、次により記載します。

⑴ 有形減価償却資産(坑道を除きます。)については、「差引取得価額9」の金額の10％に相当する金額を記載します。
⑵ 牛馬果樹等については、耐用年数省令別表第十一で定める割合により計算した金額(牛及び馬については、その金額が10万円を超える場合には、10万円)を、別表第三に掲げる無形減価償却
資産、別表第六に掲げるソフトウエア並びに鉱業権及び坑道については0と記載します。
なお、減価償却資産の償却方法を旧定率法から旧定額法に変更した場合には、この欄及び「18」はその減価償却資産の実際の取得価額を基礎として計算した金額を記載します。この場合、

「備考」には、実際の取得価額その他参考となるべき事項を記載します。

「旧定額法の償却率20」
耐用年数省令別表第八に掲げる定額法の償却率を使用せずに、

耐用年数省令別表第七に掲げる旧定額法の償却率を記載します。
ただし、耐用年数省令別表第七に掲げる償却率(耐用年数省令

第4条第2項((事業年度が1年未満の場合の旧定額法の償却率))の
規定の適用を受ける場合には、同条第1項に規定する旧定額法の
償却率に当期の月数を乗じて12で除した償却率)を記載します。
月数は暦に従って計算し、1月未満の端数は切り上げます。
耐用年数省令第4条第2項の規定により計算した旧定額法の償

却率は、小数点以下3位未満の端数は切り上げます。

「増加償却額22」
令第60条((通常の使用時間を超えて使用される機械及び装置

の償却限度額の特例))に規定する増加償却の適用を受ける場合
に、規則第20条((増加償却割合の計算))の規定により計算した
増加償却割合を「( )」に記載するとともに、「算出償却額
21」の金額にその割合を乗じた金額を本書として記載します。
この場合には、令第60条に規定する届出書を所轄の税務署長

に提出するとともに、平均的使用時間を超えて使用したことを
証する書類を保存していなければなりません。

「増加償却額28」
令第60条((通常の使用時間を超えて使用される機械及び装置の償却限度額の特例))に規定する増加償却の適用を受ける場

合に、規則第20条((増加償却割合の計算))の規定により計算した増加償却割合を「( )」に記載するとともに、「算出償却
額27」の金額にその割合を乗じた金額を本書として記載します。
この場合には、令第60条に規定する届出書を所轄の税務署長に提出するとともに、平均的使用時間を超えて使用したこと

を証する書類を保存していなければなりません。

事業供用月数

当期の月数

1円未満の端数が生じ
た場合には、その端数を
切り捨てます。
月数は暦に従って計算

し、1月未満の端数は切
り上げます。

※
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「差引合計翌期への繰越額41」
減価償却資産につき連結納税の開始又は連

結納税への加入に当たり評価換え等のうち連
結時価評価が行われたことにより評価損が生
じた場合、その連結時価評価が行われた事業
年度等のこの欄に減価償却超過額の記載があ
るときには、その評価損の金額とその減価償
却超過額の金額とのいずれか少ない金額を△
印を付して外書として記載します。
この場合、そのいずれか少ない金額を別表

五(一)又は別表五の二(一)付表一の「区分」
の欄に「減価償却超過額」と記載した欄の
「減②」に記載するとともに、その減価償却
資産に係る評価損の金額を「減②」に記載し
た同欄の上段に△印を付して記載します。

・ ・ ・

「積立金取崩しによるもの40」
当期に圧縮記帳に係る積立金、平成18年改正前の令第

80条等の規定による圧縮記帳に係る引当金及び昭和42年
改正前の法第31条の規定による償却に係る引当金を取り
崩し、益金の額に算入した場合において、その積立金、
平成18年改正前の令第80条等の規定による圧縮記帳に係
る引当金及び昭和42年改正前の法第31条の規定による償
却に係る引当金が設定されている減価償却資産に係る償
却超過額(当期に生じた償却超過額を含みます。)がある
ときは、その取り崩した金額に達するまでは損金に認容
されますから、その認容される金額を記載します。

「特別償却限度額32」又は「前期から繰り越した特別
償却不足額又は合併等特別償却不足額33」の各欄
⑴ 特別償却限度額又は割増償却限度額を本書として
記載します。

⑵ 「33」には、青色申告法人又は措置法第43条の
3((被災代替資産等の特別償却))若しくは震災特例法
による特別償却に関する規定の適用を受ける法人が特
別償却限度額につき損金経理により償却額を計上する
方法を採用した場合に生じた特別償却不足額のうち当
期首前1年以内に開始した事業年度等に係るものの合
計額を記載します。
なお、適格組織再編成により特別償却対象資産の移

転を受けた場合で措置法第52条の2第5項((特別償却不
足額がある場合の償却限度額の計算の特例))に規定す
る合併等特別償却不足額(以下この別表及び別表十六
(二)の留意点において「合併等特別償却不足額」とい
います。)があるときは、その金額を記載します。

「償却不足によるもの39」
当期に償却不足額がある場合において、前

期から繰り越された償却超過額があるときは、
その償却不足額に達するまでは損金に認容さ
れますから、その認容される金額を記載しま
す。

「合計34」
「33」の内書の金額がある場合には、その

金額を「33」から控除して計算します。
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「前期からの繰越額38」
「前期から繰り越した償却超過額15」の金額を記載し

ます。
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・ ・ ・

「特別償却不足額」の各欄
青色申告法人又は措置法第43条の3((被災代替資産等の特別償却))若しくは震災特例法

による特別償却に係る特別償却不足額を有する法人に限り、記載します。

「翌期に繰り越すべき特別償却不足額42」
「33」の内書の金額がある場合には、その

金額を「33」から控除して計算します。

「当期において切り捨てる特別償却不足額又は合併等特別償却不足
額43」
当期末以前1年以内に開始した事業年度前の事業年度等において

生じた特別償却不足額又は適格組織再編成により移転を受けた特別
償却対象資産に係る合併等特別償却不足額で当期末までに損金の額
に算入されなかった金額を記載します。

「当期分不足額46」
「合計34」の金額から「当期償却額35」の金額及び「前期から繰

り越した特別償却不足額又は合併等特別償却不足額33」の金額又は
「償却不足によるもの39」の金額を控除した金額と、「特別償却限
度額32」の金額とのうち、いずれか少ない金額を記載します。
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付表の添付
措置法又は震災特例法の規定による特別償却の適用を受ける場合

には、特別償却限度額の計算に関する付表の添付が必要です。
なお、この付表は国税庁ホームページ

(https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/s
hinkoku/itiran2022/pdf/(01).pdf)に掲載していますので御参照く
ださい。

特別償却等の償却限度額
の計算に関する付表

「適格組織再編成により引き継ぐべき合併等特別償却不足額47」
適格組織再編成により移転を行った特別償却対象資産に係る合併

等特別償却不足額を有する法人に限り、記載します。

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/itiran2022/pdf/(01).pdf
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｢旧定額法又は定額法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書」

証明書等の添付
特別償却制度についてその適用を受けるときは、所定の証明書等が必要とされます。この場合の各特別償却制度ごとに必要とされる証明書等及びその保存要件又は確定申告書等への添付要件

は、次表に掲げるとおりとされています。
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(注) 次表は令和4年10月1日現在の法令に基づいています。

特別償却の種類 該当条項 必要とされる証明書等
保存
要件

添付
要件

高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の特別償
却

令和3年改正前の措置法42の5① 令和3年改正前の措置法規則20の2に規定する証明に係る書類 ○

中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合
の特別償却

措置法42の12の4① 措置法規則20の9②に規定する書類 ○

認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の
特別償却

措置法42の12の6① 措置法規則20の10の2②に規定する書類 ○

情報技術事業適応設備又は生産工程効率化等設備等の
特別償却

措置法42の12の7①③ 措置法規則20の10の3③に規定する書類 ○

特定地域における旅館業用建物等の特別償却 措置法45② 措置法規則20の16⑥に規定する書類 ○

特定地域における産業振興機械等の割増償却 措置法45③ 措置法規則20の16⑩に規定する書類(割増償却の適用を受ける最初の事業年度のみ) ○

医療用機器等の特別償却 措置法45の2 措置法令28の10④又は⑥に規定する書類 ○

事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機械
等の割増償却

措置法46① 措置法規則20の19に規定する書類(割増償却の適用を受ける最初の事業年度のみ) ○

輸出事業用資産の割増償却 措置法46の2① 措置法規則20の20に規定する書類 ○

企業主導型保育施設用資産の割増償却
令和2年改正法第15条の規定による改
正前の措置法47①

令和2年改正前の措置法規則20の20④に規定する書類(割増償却の適用を受ける最初の事業年度の
み)

○

特定都市再生建築物等の割増償却 措置法47① 措置法規則20の21②に規定する書類(割増償却の適用を受ける最初の事業年度のみ) ○

倉庫用建物等の割増償却 措置法48① 措置法規則20の22②に規定する書類(割増償却の適用を受ける最初の事業年度のみ) ○

特定復興産業集積区域における機械等の特別償却 震災特例法17の2① 震災特例法規則6の2②に規定する書類 ○

復興産業集積区域等における機械等の特別償却 令和3年改正前の震災特例法17の2① 令和3年改正前の震災特例法規則6の2の2②に規定する書類 ○

特定復興産業集積区域における開発研究用資産の特別
償却

震災特例法17の5① 震災特例法規則6の4②に規定する書類 ○

復興産業集積区域における開発研究用資産の特別償却 令和3年改正前の震災特例法17の5① 令和3年改正前の震災特例法規則6の4②に規定する書類 ○

新産業創出等推進事業促進区域における開発研究用資
産の特別償却

震災特例法18① 震災特例法規則6の5②に規定する書類 ○

被災者向け優良賃貸住宅の割増償却 令和3年改正前の震災特例法18の2① 令和3年改正前の震災特例法規則6の5に規定する書類 ○



別表十六(二)
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取得等をした減価償却資産で取得価額が30万円未満であるものについて、措置法第67条の5((中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例))の規定の適用を受ける場合には
、別表十六(七)を御使用ください。

各欄の記載要領
この別表は、おおむね別表十六(一)の各欄の記載要領に準じて記載しますが、別表十六(一)の記載と特に異なる箇所は、次のとおりです。

「⒃＞⒆の場合」の各欄
「16」が「19」を上回る場合であっても、「18」が「19」以下であるときは、記載

しません。
なお、この場合には「24」も記載しません。

「前期から繰り越した特別償却不足額又は合併等特別償却不足額17」及び「前期から
繰り越した特別償却不足額又は合併等特別償却不足額37」の各欄
前期以前から当期に繰り越した特別償却不足額又は適格組織再編成により移転を受

けた特別償却対象資産に係る合併等特別償却不足額がある場合に記載します。

「旧定率法の償却率20」
耐用年数省令別表第七に掲げる償却率(耐用年数省令第4条第2項((事業年度が1年未

満の場合の旧定率法の償却率))の規定の適用を受ける場合には、減価償却資産の耐用
年数に12を乗じてこれを当期の月数で除して得た耐用年数に対応する同条第1項に規定
する旧定率法の償却率)を記載します。
月数は暦に従って計算し、1月未満の端数は切り上げます。
除して得た年数に1年未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。

「計((21)＋(22))又は((18)－(19))23」
次の場合に応じ、それぞれ次の算式により計算した金額を記載します。

⑴ 「「18」－(「21」＋「22」)」の金額が「19」の金額を超える場合
((21)＋(22))又は((18)－(19))

⑵ ⑴以外の場合
((21)＋(22))又は((18)－(19))
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別表十六(二)
｢旧定率法又は定率法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書」

・
・
・

「翌期に繰り越すべき特別償却不足
額46」
「17」及び「37」の内書の金額が

ある場合には、その金額を「17」及
び「37」から控除して計算します。

「合計38」
「17」及び「37」の内書の金額が

ある場合には、その金額を「17」及
び「37」から控除して計算します。

「計33」
算式中「(26)」の金額については、

当期の中途で事業の用に供した資産が
ある場合又は当期が1年未満の場合に
は、「調整前償却額26」の本書の金額
によって計算します。

「定率法の償却率25」
耐用年数省令別表第九又は別表第十に掲げる定率法の償却率を記載します。
ただし、耐用年数省令第5条第2項((事業年度が1年未満の場合の定率法の償却率等))の規

定の適用を受ける場合には、耐用年数省令別表第九又は別表第十に掲げる定率法の償却率
に当期の月数を乗じて12で除した償却率を本書として記載し、耐用年数省令別表第九又は
別表第十に掲げる定率法の償却率を上段に括弧書として記載します。
この場合の月数は、暦に従って計算し、1月未満の端数は切り上げます。

「調整前償却額26」
次に掲げる場合に応じ、それぞれ次によります。

⑴ 当期の中途に事業の用に供した資産がある場合
次の算式により計算した金額を記載します。

⑵ 当期が1年未満の場合
「18」の金額に「25」の本書の償却率を乗じて計算した金額(当期の中途に事業

の用に供した資産がある場合には、更に当期の事業供用月数を乗じて当期の月数で
除した金額)を本書として記載し、「18」の金額に「25」の上段の括弧書の償却率
を乗じて計算した金額を上段に括弧書として記載します。

1円未満の端数が生じた場合には、その端数を切り捨てます。
月数は暦に従って計算し、1月未満の端数は切り上げます。

「改定償却率30」
耐用年数省令別表第九又は別表第十に掲げる改定償却率を記載します。
ただし、耐用年数省令第5条第4項((事業年度が1年未満の場合の改定償却率))の規

定の適用を受ける場合には、耐用年数省令別表第九又は別表第十に掲げる改定償却
率に当期の月数を乗じて12で除した償却率を記載します。
月数は暦に従って計算し、1月未満の端数は切り上げます。

「改定償却額31」
当期の中途で事業の用に供したものについては、次の算式により計算した金額を

記載します。

((29)×(30))×

月数は暦に従って計算し、1月未満の端数は切り上げます。

事業供用月数

当期の月数

事業供用月数

当期の月数
((18)×(25))×

「改定取得価額29」
前期の「29」の金額の移記に当たっては、当期に評価換え等が行われたことにより

その帳簿価額が増額された場合には、次の評価換え等の区分に応じ、それぞれ次に掲
げる事業年度等において、その増額された金額を加算した金額を記載します。
⑴ 期中評価換え等が行われた場合……その期中評価換え等が行われた事業年度等
⑵ 期中評価換え等以外の評価換え等が行われた場合……その評価換え等が行われた
事業年度等の翌期以後の各事業年度等

「保証率27」
耐用年数省令別表第九又は別表第十

に掲げる保証率を記載します。
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別表十六(六)
｢繰延資産の償却額の計算に関する明細書」

この別表は、繰延資産の種類の区分ごとに、かつ、償却
期間の異なるごとに別行に記載します。また、種類及び償
却期間が同じであっても、当期に支出したもの及び措置法
による特別償却の規定の適用を受けるものは別行で記載し
てください。

・
・
・「償却期間の月数4」

その繰延資産の支出の効果の及ぶ期間の年数に12を乗じ
た月数を記載します。
なお、支出の効果の及ぶ期間に1年未満の端数がある場

合には、その1年未満の端数は切り捨てます。

「支出した金額3」
繰延資産につき評価換え等が行われたことによりその帳

簿価額が増額又は減額された場合には、次に掲げる繰延資
産の区分に応じ、それぞれ次の事業年度において、この欄
にその評価換え等の直後の帳簿価額を記載します。
⑴ 当期前の各事業年度等において、期末評価換え等が行
われた繰延資産……その期末評価換え等が行われた事業
年度等後の各事業年度

⑵ 当期以前の各事業年度等において期中評価換え等が行
われた繰延資産……その期中評価換え等が行われた事業
年度等以後の各事業年度

【チェックポイント】
資産を賃借するために支出した権利

金等の額は、繰延資産となりますが、
一時の損金として計算していませんか。「繰延資産の種類1」

例えば「公共的施設負担金」、「共同的施設負担金」、
「建物賃借権利金」等のように、その支出の費目を記載し
ます。

「当期の期間のうちに含まれる償却期間の月数5」
当期中のその繰延資産の償却期間の月数(当期が支出した

事業年度であるときは、支出した月から当期末までの月数と
し、1月未満の端数は切り上げます。)を記載します。

【チェックポイント】
支出時に損金経理した繰延資産で、

支出金額が20万円未満のものについて
は、この別表に記載せずに一時の損金
とすることができます。
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…

別表十六(六)
｢繰延資産の償却額の計算に関する明細書」

証明書等の添付
特別償却制度についてその適用を受けるときは、所定の証明書等が必要とされます。この

場合の必要とされる証明書等及びその保存要件又は確定申告書等への添付要件は、次表に掲
げるとおりとされています。
(注) 次表は令和4年4月1日現在の法令に基づいています。

特別償却の種類 該当条項 必要とされる証明書等
保存

要件

添付

要件
事業適応繰延資産の

特別償却

措置法42の12の7② 措置法規則20の10の3③

一に規定する書類
〇

「同上のうち当期損金認容額15」
当期において償却不足額がある場合において、前期から繰り越された償却超過額があると

きは、その償却超過額の範囲内でその償却不足額に達するまでは損金に認容されますから、
その認容される金額を記載します。

「前期からの繰越額14」
法第32条第7項((繰延資産の償却費の計算及びその償却の方法))に規定する繰延資産につ

いて同項に規定する満たない部分の金額(以下この別表の留意点において「帳簿記載等差
額」といいます。)がある場合には、それぞれ次の区分に応じ、それぞれ次の事業年度にお
いてその帳簿記載等差額をこの欄の上段に外書として記載します。
⑴ 適格組織再編成により引継ぎを受けた繰延資産(公益法人等又は人格のない社団等の収

益事業以外の事業に属していたものを除きます。)
……その適格組織再編成の日の属する事業年度

⑵ 合併等により移転を受けた繰延資産
……その合併等の日の属する事業年度

⑶ 民事再生等評価換えが行われたことによりその帳簿価額が増額された繰延資産
……その民事再生等評価換えが行われた事業年度

⑷ 非適格株式交換等時価評価が行われたことによりその帳簿価額が増額された繰延資産
……その非適格株式交換等時価評価が行われた事業年度

⑸ 通算時価評価が行われたことによりその帳簿価額が増額された繰延資産
……その通算時価評価が行われた事業年度の翌事業年度

⑹ 連結納税の開始又は連結納税への加入に当たり時価評価が行われたことによりその帳簿
価額が増額された繰延資産
……その時価評価が行われた事業年度の翌事業年度
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・
・
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別表十六(七)
｢少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例に関する明細書」

注意事項
1 少額減価償却資産とは、措置法第67条の5第1項((中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例))に規定する減価償却資産で、その取得価
額が30万円未満であるもの(貸付け(主要な事業として行われるものを除きます。)の用に供したもの(令和4年4月1日以後に取得等をするものに限ります。)及
び一定のものを除きます。)をいいます。

2 資本金の額又は出資金の額が1億円以下の法人であっても、その発行済株式又は出資の総数又は総額の一定割合以上を大規模法人に所有されている法人に
ついては、この制度の適用がありませんのでご注意ください(中小企業者の判定については、「中小企業者の判定等フロー」(P6～)を参照してください。)。

「構造2」
機械及び装置については、耐用年数省令別表第二の

番号を記載してください。

「法人税法上の圧縮記帳による積立金計上額6」
積立限度超過額を除いて記載してください。
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記載要領
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「当期の少額減価償却資産の取得価額の合計額8」
「8」の金額は、300万円(当期が1年に満たない場合

には、300万円を12で除し、これに当期の月数を乗じ
て計算した金額、以下この別表の留意点において同じ
です。)が限度となりますのでご注意ください。
また、損金算入の特例は、個々の少額減価償却資産

の取得価額の積上げで300万円に達するまでの金額が
対象となりますので、例えば、取得価額28万円の対象
資産11台(計308万円)を取得し、事業の用に供した場
合には、他にこの特例の適用を受けるものがなければ
、この特例により損金の額に算入される金額は280万
円(28万円×10台)となります。

【チェックポイント】
当事業年度において事業
の用に供していますか。

中小企業者の
判定等フロー
はこちら



別表十六(八)
｢一括償却資産の損金算入に関する明細書」

一括償却資産の対象資産とは、令第133条の2第1項((一括償却資産の損金算入))に規定する減価償却資産で取得価額が20万円未満であるもの(貸付け(主要な事業として行われるものを除きま
す。)の用に供したもの(令和4年4月1日以後に取得等をするものに限ります。)及び一定のものを除きます。)をいいます。

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・
・

「事業の用に供した事業年度又は連結事業年度1」
一括償却資産を事業の用に供した事業年度又は連結事業年度を、左の欄から古い順

に記載します。

「同上の事業年度又は連結事業年度において事業の用に供した一括償却資産の取得
価額の合計額2」
事業の用に供した一括償却資産の取得価額の合計額(以下この別表の留意点におい

て「一括償却対象額」といいます。)を記載します。
なお、法人が事業の用に供した取得価額が20万円未満の減価償却資産のうち、ど

の減価償却資産を一括償却の対象にするかは、法人の選択によります。
おって、一括償却の対象とする場合には、一括償却資産を事業の用に供した日の

属する事業年度の確定申告書又は中間申告書(その事業年度が連結事業年度に該当す
る場合には、連結確定申告書又は連結中間申告書)に一括償却対象額の記載があり、
かつ、その計算に関する書類を保存していることが必要です。

「当期の月数3」
当期の月数を記載します(事業の用に供した日以後の月数ではありません。)。
なお、仮決算をした場合の中間申告書を提出する場合には、一括償却資産を事業

の用に供した日の属する事業年度においては6月ではなく当期の月数を記載し、翌期
以後の事業年度においては6月と記載します。

「同上のうち当期損金認容額9」
当期に損金算入不足額がある場合において、前期から繰り越された損金算入限度

超過額があるときは、その損金算入不足額に達するまでの金額を記載します。

「前期からの繰越額8」
前期のこの別表の「翌期への繰越額10」の金額を記載します。

【チェックポイント】
一括償却資産を事業の用に供した事業年

度後の事業年度においてその全部又は一部
につき除却等の事実が生じたときであって
も、3年償却の損金算入計算を続けなけれ
ばならないところ、残額を除却損等として
一時の損金としていませんか。
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別表十六(九)
｢特別償却準備金の損金算入に関する明細書」

「前期から繰り越した積立不足額又は合併等特別償却準備金積立不足
額9」
前期分のこの表の「差引翌期への繰越額16」の金額又は適格合併、

適格分割、適格現物出資又は適格現物分配(以下この別表の留意点にお
いて「適格合併等」といいます。)により移転を受けた特別償却対象資
産に係る措置法第52条の3第3項((準備金方式による特別償却))に定め
る合併等特別償却準備金積立不足額の金額を記載します。

・ ・ ・

「合併等特別償却準備金積立不足額21」
適格合併等により移転を行った特別償却対象資産に係る措置法第52

条の3第3項((準備金方式による特別償却))に定める合併等特別償却準
備金積立不足額の金額を記載します。

「当期において切り捨てる積立不足額又は合併等特別償却準備金積立
不足額15」
当期末以前1年以内に開始した事業年度前の事業年度又は連結事業年

度において生じた積立不足額又は適格合併等により移転を受けた特別
償却対象資産に係る措置法第52条の3第3項((準備金方式による特別償
却))に定める合併等特別償却準備金積立不足額で当期末までに積立て
の対象とされなかった金額を記載します。

「当期積立額7」
当期において特別償却準備金として積み立てた金額を記載します。
なお、税効果会計を採用している場合には、その特別償却準備金に

係る税効果相当額の金額を含めた金額を記載してください。

この別表を記載する場合には、その記載に先立って別表十六(一)か
ら別表十六(六)までの記載をし、特別償却限度額を計算する必要があ
ります。
この別表の記載に当たっては、その特別償却の規定の適用を受ける

各特別償却対象資産別に｢1｣から｢28｣までの各欄を記載します。
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別表十六(九)
｢特別償却準備金の損金算入に関する明細書」

「均等益金算入による場合(23)× 25」

当期分以外の積立事業年度につき、次により記載します。

⑴ 「(23)× 」

の分子の空欄には、当期の月数(暦に従って計算し、1月未満の端数は切り上げ
ます。)を記載します。

⑵ 「(23)× 」

の分母は、特別償却対象資産の区分に応じ、それぞれ次によります。

① 減価償却資産の場合
法定耐用年数の区分に応じ、それぞれ次によります。
(法定耐用年数) (分母の月数)

イ 2年………………………………………
ロ 3年………………………………………
ハ 4年………………………………………
ニ 5年、6年、7年、8年又は9年…………
ホ 10年以上 ………………………………

② 繰延資産の場合
その繰延資産に係る支出の効果の及ぶ期間の月数の区分に応じ、それぞれ

次によります。
(支出の効果の及ぶ期間の月数) (分母の月数)

イ 60月未満 ………………………………
ロ 60月以上120月未満……………………
ハ 120月以上………………………………

84、60又は(耐用年数等×12)

「期首特別償却準備金の金額24」
前期分のこの表の「期末特別償却準備金の金額28」の金額を積立事業年度別

及び特別償却対象資産別に記載します。

84、60又は(耐用年数等×12)

84、60又は(耐用年数等×12)

84、60又は(耐用年数等×12)
「均等益金算入による場合(23)× 25」

個々の特別償却対象資産ごとに計算された益金算入額が期首特別償却準備金の金額(措置法第52条の3第
6項第3号((準備金方式による特別償却))による益金算入額がある場合には、その益金算入額を控除した金
額とします。)を超える場合には、その期首特別償却準備金の金額を記載します。

添付書類
措置法又は震災特例法の規定による特別償却の規定の適用に代えて特別償却準備金として積み立てた場

合には、特別償却限度額の計算に関する付表の添付が必要です。

84、60又は(耐用年数等×12)

24
36
48
60
84
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支出の効果の及ぶ期間の月数
60
84

・ ・ ・
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別表十九
｢法人税法第七十一条第一項の規定による予定申告書・地方法人税法第十六条第一項の規定による予定申告書」

「税務署処理欄」
この欄は記載しないでください。

「同上のうち土地譲渡税額等及び税額控
除超過額相当額等の加算額」
前期が連結事業年度に該当する場合に

は、上記に準じて前期の個別帰属額の届
出書の該当欄の金額を記載します。

「法人税額」
前期の別表一「13」の金額を記載しま

す。
(注) 前期が連結事業年度に該当する場

合には、前期の「各連結事業年度の
連結法人税の個別帰属額の届出書」
(以下この別表の留意点において「
個別帰属額の届出書」といいます。
)の「12」の金額を記載します。

記載要領
はこちら



別表十九
｢法人税法第七十一条第一項の規定による予定申告書・地方法人税法第十六条第一項の規定による予定申告書」
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「地方法人税額」
前期の別表一「39」の金額を記載

します。
(注) 前期が連結事業年度に該当

する場合には、前期の個別帰
属額の届出書の「37」の金額
を記載します。

「同上のうち税額控除超過額相当額の加算額等」
次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める金額(次に掲げる場合のうち2以上の場合に該当する場合には、その2以上の場合の区分に応じそ

れぞれ次に定める金額の合計額)を記載します。
⑴ 前期に地方法第12条第8項｟外国税額の控除｠の規定の適用がある場合

前期の別表六(二)付表六「14の計」の金額

⑵ 前期の基準法人税額に措置法第42条の4第8項第6号ロ又は第7号｟試験研究を行った場合の法人税額の特別控除｠(これらの規定を同条第18項に
おいて準用する場合を含みます。)の規定により加算された金額がある場合

前課税事業年度の別表六(八)付表「31」及び「36」、別表六(九)付表「30」及び「35」並びに別表六(十二)付表「19」及び「24」の金額の
10.3％に相当する金額

⑶ 前期の基準法人税額に措置法第42条の14第4項｟通算法人の仮装経理に基づく過大申告の場合等の法人税額｠の規定により加算された金額があ
る場合

その加算された金額の10.3％に相当する金額

⑷ 前期の基準法人税額に措置法第62条第1項｟使途秘匿金の支出がある場合の課税の特例｠ 、第62条の3第1項若しくは第9項((土地の譲渡等があ
る場合の特別税率))若しくは第63条第1項((短期所有に係る土地の譲渡等がある場合の特別税率))、令和3年改正前の措置法第42条の12の3第5項
((特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除))、令和2年改正法第16条の規定による改正前の措置法第42
条の6第5項((中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除))、第42条の9第4項((沖縄の特定地域において工業用機械
等を取得した場合の法人税額の特別控除))若しくは第42条の12の4第5項((中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は法
人税額の特別控除))若しくは平成30年改正前の措置法第42条の5第5項((エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却又は法人税
額の特別控除))の規定又は地方令附則第2条第2項第1号((旧規定の適用がある場合における地方法人税の個別帰属額の計算等の特例))に掲げる規定
により加算された金額がある場合に該当する場合には、その加算された金額の10.3％に相当する金額を記載します。
(注) 前期が連結事業年度に該当する場合には、上記に準じてその加算された金額の10.3％に相当する金額を記載します。

⑸ 前期の基準法人税額に令和3年改正前の措置法第68条の15の4第5項｟特定中小連結法人が経営改善設備を取得した場合の特別償却又は法人税額
の特別控除｠、令和2年改正法第16条の規定による改正前の措置法第68条の11第5項｟中小連結法人が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税
額の特別控除｠、第68条の13第4項｟沖縄の特定地域において工業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除｠、第68条の15の5第5項｟中小連
結法人が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除｠、第68条の67第1項｟連結法人に使途秘匿金の支出がある場合
の課税の特例｠、第68条の68第1項若しくは第9項｟連結法人の土地の譲渡等がある場合の特別税率｠若しくは第68条の69第1項｟短期所有に係る土
地の譲渡等がある場合の特別税率｠若しくは平成30年改正前の措置法第68条の10第5項｟エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別
償却又は法人税額の特別控除｠の規定又は地方令附則第2条第1項第1号に掲げる規定により加算された金額がある場合
その加算された金額の10.3％に相当する金額
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この申告書作成上の留意点に掲載している別表のほか、誤りの多い別表及びそのチェックポイントは以下のとおり
となりますので、確定申告書等の提出前にご確認ください。

別表番号 別表名 チェックポイント

六（九）
一般試験研究費に係る法人
税額の特別控除に関する明
細書

その試験研究費に充てるため他の者から支払を受ける補助金等がある場合、特別控除の対象としている試験研究費の額から控除していますか。

確定申告でこの特別控除の適用を受けていない場合、修正申告によりこの特別控除の適用を受けることはできませんのでご注意ください。

六（十）ほか

中小企業者等の試験研究費に係る法人税額の特別控除をはじめ、中小企業者等のみが適用を受けることができる各租税特別措置（税額控除や特
別償却等）について、適用を受けようとする法人が中小企業者等に該当するかご確認ください。
なお、中小企業者等のみが適用を受けることができる各租税特別措置に対応する別表及び中小企業者等の判定については、「中小企業者の判定

等フロー」（P6～）を参照してください。

六（十一）

試験研究を行った場合の法
人税額の特別控除における
比較試験研究費の額及び平
均売上金額の計算に関する
明細書

「調整対象年度」及び「売上調整年度」に試験研究費の額がない事業年度を含めて、「比較試験研究費の額5」及び「平均売上金額10」の計算
をしていますか。

「平均売上金額10」の計算に当たり、売上調整年度数に当期分の1を足して計算していますか。

六（十七）ほか
高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の法人税額の特別控除をはじめ、法人税額の特別控除と特別償却の選択適用が認められている各租

税特別措置については、同一の資産に法人税額の特別控除と特別償却を重複して適用することはできません。

六（十八）
中小企業者等が機械等を取
得した場合の法人税額の特
別控除に関する明細書

本制度の対象となる資産に該当していますか。

本制度の対象となる特定中小企業者等に該当しますか。
また、特定中小企業者等とは、青色申告書を提出する次に掲げる法人をいいます。
・ 中小企業者（適用除外事業者に該当するものを除きます。）のうち資本金の額又は出資金の額が3,000万円以下の法人
・ 措置法第42条の4第19項第9号に規定する農業協同組合等
・ 商店街振興組合
なお、中小企業者の判定及び適用除外事業者については、「中小企業者の判定等フロー」（P6～）を参照してください。

確定申告でこの特別控除の適用を受けていない場合、修正申告によりこの特別控除の適用を受けることはできませんのでご注意ください。

中小企業者の
判定等フロー
はこちら
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別表番号 別表名 チェックポイント

六（二十九）

中小企業者等の給与等の
支給額が増加した場合の
法人税額の特別控除に関
する明細書

雇用者給与等支給額に役員給与が含まれていませんか。

前期もこの特別控除の規定の適用を受けている場合、当期の申告書の「比較雇用者給与等支給額2」及び「32」と前期の申告書の「雇用者給与
等支給額1」が一致していない場合、税額控除の計算に誤りがないかご確認ください（注）。
（注）前期の月数と当期の月数が異なる場合や、組織再編成があった場合は、税額計算に誤りがなくても不一致となる場合があります。

九（二）

組合事業等による組合等
損失額の損金不算入又は
組合等損失超過合計額の
損金算入に関する明細書

組合等損失額がある場合、別表九(二)の添付及び申告調整が必要となる場合がありますのでご注意ください。

十（五）

収用換地等及び特定事業
の用地買収等の場合の所
得の特別控除等に関する
明細書

同一事業年度内の同一の年に属する期間において、所得の特別控除と圧縮記帳（特別勘定を設けた場合を含みます。）を重複適用していませ
んか。

「収用換地等による譲渡年月日3」は、「公共事業者から買取り等の申出を受けた年月日2」に記載した日以後6月以内の日付となっていますか。

「特別控除額の計算20～22」は、収用に係る所得の特別控除制度の適用を受ける場合、同一暦年での特別控除額の合計額が5,000万円を超えて
いませんか。

十三（五）

特定の資産の買換えによ
り取得した資産の圧縮額
等の損金算入に関する明
細書

「圧縮限度額27」の金額を算出する際に乗じた割合は適切ですか。
特に、地域再生法第5条第4項第5号イに規定する「集中地域」以外にある所有期間が10年を超える土地等、建物及び構築物の「集中地域」への

買換えについて、買換資産が東京23区内にある場合は0.7、それ以外の「集中地域」にある場合は0.75となりますのでご注意ください。


